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財務局の未利用国有地の管理等業務における民間競争入札実施要項（案） 

 

競争の導入による公共サービスの改革に関する法律（平成18年法律第51 号。以下

「法」という。）に基づく競争の導入による公共サービスの改革については、公共サ

ービスによる利益を享受する国民の立場に立って、公共サービスの全般について不断

の見直しを行い、その実施について、透明かつ公正な競争の下で民間事業者の創意と

工夫を適切に反映させることにより、国民のため、より良質かつ低廉な公共サービス

を実現することを目指すものである。 

前記を踏まえ、財務省は、公共サービス改革基本方針（平成25年6月14日閣議決定）

別表において民間競争入札の対象として選定された財務局の未利用国有地の管理等業

務（以下「未利用国有地管理等業務」という。）について、公共サービス改革基本方

針に従って、本実施要項を定めるものとする。 

 

1．対象公共サービスの詳細な内容及びその実施に当たり確保されるべき対象公共サー

ビスの質に関する事項（法第14条第2項第1号） 

 

(1) 未利用国有地管理等業務の概要 

未利用国有地管理等業務は、未利用国有地等の国有財産(以下「国有財産」という。)

の処分に当たり必要となる物件調査業務、草刈や柵設置等の管理業務、国有財産の

一般競争入札の案内書配布等補助業務であり、これらの業務について包括的に民間

事業者へ業務を委託するものである。 

 

(2) 業務の対象地区及び対象財産 

  対象地区及び対象業務一覧【別添1】における各財務局等（以下、「国」という。）

が管轄する国有財産を対象とする。 

  

(3) 業務内容 

以下の業務を行う。業務の詳細は業務の対象地区ごとに定める「仕様書【別添2】」

によるものとする。 

① 国有財産の調査に関する業務 

1) 物件調書作成業務 

   2) 地下埋設物調査業務 

   3) 土壌汚染調査業務 

   4) ライフライン調査業務 

   5) アスベスト調査業務 

   6) 測量業務 

   7） ＰＣＢ調査業務 

  ② 国有財産の管理に関する業務 

   1) 巡回業務 
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   2) 草刈・保守業務 

   3) 柵設置業務 

   4) 看板作成設置等業務 

   5) 樹木伐採業務 

   6) 投棄物撤去業務 

   7) 巣撤去等業務 

   8) 流出土砂撤去等業務 

   9) 建物開口部閉鎖業務 

   ③ 一般競争入札の補助に関する業務 

    1) 入札案内書配布照会対応業務 

   2) 入札案内書原稿整備業務 

 

(4) 一般的事項 

 ① 国は、業務を委託する物件を特定し、本実施要項及び仕様書に基づき「業務委

託指図書」（以下「指図書」という。）を作成し、民間事業者に交付することと

し、民間事業者は指図書に基づいて業務を実施する。 

② 民間事業者が国から指図書の交付を受け、業務を実施する中で施工方法や施工

数量等を変更する必要が生じた場合は、国の監督職員に連絡し、変更の必要性に

ついて説明の上、監督職員の了解のもと業務を実施する。 

③ 民間事業者は、定められた業務期間内に確実に業務を履行しなければならない。

工期の延長は、国の都合又は天災等の止むを得ない理由による場合以外はこれを

認めない。なお、業務履行期限等の日数算定の考え方は、休業日を除いた実日数

とし、指図日の翌日から起算するものとする。 

 ④ 業務の実施に当たっては、近隣住民等に対しあらかじめ業務説明を行うととも

に、トラブルを惹起しないよう最大限配慮しなければならない。 

   なお、仕様書又は指図書等においてお知らせ文書の配布が義務付けられている

業務を実施する場合には、近隣住民に対し事前に「工事実施のお知らせ文書」を

配布する必要がある。配布範囲は別途国から指示するものとする。 

⑤ 業務の実施に伴い必要となる車両置場・工事用機材置場については、民間事業

者の負担において確保すること。 

   工事用機材等の搬入・搬出にあたっては、周辺道路及び隣接地工作物等に損害

を与えないよう十分留意するとともに、安全な業務の実施に必要な措置を講じな

ければならない。 

 ⑥ 現地に施錠された門扉がある場合等、業務の実施に当たり鍵の貸与が必要な場

合は、国は指図書の交付に併せて民間事業者に鍵を貸与し、民間事業者は現地で

の作業が終了後速やかに鍵を返還しなければならない。 

なお、民間事業者は鍵を紛失することのないように十分注意して取り扱うこと

とし、鍵の受渡は国から身分証明書の発行を受けた者が行わなければならない。 

 ⑦ 業務の実施に当たり、第三者に損害を与えた場合は、損害賠償に要する費用は
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民間事業者の負担とする。 

 ⑧ 民間事業者は、業務の実施に当たり、何らかのトラブルが発生した場合は、速

やかに監督職員に報告するとともに、必要に応じ民間事業者の責任において解決

するものとする。この場合、監督職員から指示があった場合は、その指示に従わ

なければならない。 

⑨ 台風・地震等の天災や事故の発生に伴って緊急の対応が必要となった場合は、

土日祝日及び夏季・冬季休暇期間や昼夜の時間を問わず、国の指示に基づいて業

務を実施するものとする。 

 ⑩ 本実施要項等に定めのない事項については、監督職員又は契約担当課と協議し

て対応するものとする。 

 

(5)  業務管理に関する事項 

 ① 総括責任者と実行責任者 

民間事業者は、業務全般の総括責任者と各業務の実行責任者を定め、国との連

絡調整に当たらせるとともに、国に提出する各種報告書等に不備がないように、

内容の確認を行わせなければならない。 

なお、民間事業者がグループで構成されている場合は、総括責任者はグループ

代表者に所属する者とし、各業務の実行責任者は未利用国有地管理等業務を行う

各グループ構成者に所属する者とする。 

② 公文書等の貸与 

1） 民間事業者は、公図、測量図等の公文書を未利用国有地管理等業務を行うた

めに借用しようとする場合には、当該公文書を管理する国の庁舎を訪問し、国

が備え付ける公文書貸与管理簿に記載し、確認を得なければならない。借用書

類を返戻する場合も同様とする。 

2） 外部電磁的記録媒体等により国のシステム及びデータ等の貸与を受けた場合

には、パスワード等によるセキュリティを確保の上、適切に管理し、業務以外

の目的に供してはならない。 

なお、使用する外部電磁的記録媒体等は、事前に最新パターンによるウィル

スチェックを行い、ウィルス等に感染していないことを確認すること。 

また、未利用国有地管理等業務に関する契約期間が満了したときは、速やか

に当該システム及びデータ等を抹消しなければならない。 

 

(6) サービスの質の設定 

未利用国有地管理等業務の実施に当たり、公共サービスの質を確保するため、民

間事業者に対して以下の要求水準を設定する。 

① 未利用国有地管理等業務の処理期間内の処理率 

指図書の交付された業務については、「業務処理期間一覧表【別添3】」のとおり

指定した期間までにその処理を完了するものとし、達成目標は100％とする。 

なお、業務処理期間については、入札実施単位ごとに定めるものとし、日数は
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休業日を除いた実日数とする。 

② 各種情報等の適正な管理等 

 未利用国有地管理等業務の実施に当たり、国、契約相手方又は第三者から得た

情報（公知の事実を除く）については、外部等に漏洩することがないよう厳格な

情報管理を行うこと。 

 ③ 各業務において確保すべき水準 

各業務において確保すべき水準は、各業務の仕様書（別添2）において定める内

容とする。 

 

(7) 創意工夫の発揮可能性 

未利用国有地管理等業務の実施に当たっては、以下の観点から民間事業者 

の創意工夫を発揮し、公共サービスの質の向上（包括的な質の向上、効率性の向上、

経費の削減等）に努めるものとする。 

①未利用国有地管理等業務の実施全般に対する提案 

     民間事業者は、総合評価のための業務実施の具体的な方法、業務の 

質の確保の方法等に関する書類（以下「提案書【別添4】」という。）に従い提

案することとする。 

②従来の実施方法に対する改善提案 

民間事業者は、国が各業務の現行基準として示す従来の実施方法に対し、改 

善すべき提案がある場合は、提案書に従い、具体的な方法等を示すとともに、現

行基準レベルの質が確保できる根拠等を提案すること。 

 

(8) 委託費等の支払方法 

① 本契約の形態は業務委託契約（単価契約）とする。 

② 検査 

    民間事業者は、指図書に基づき未利用国有地管理等業務を実施し、業務完了後

に国が別に定める報告書を速やかに国に提出することとする。 

国の検査職員は、提出された報告書について検査を行い、未利用国有地管理等

業務の履行状況を確認するものとし、検査合格となったものについて、国は民間

事業者から所定の様式により請求を受け、委託費を支払うものとする。 

なお、検査不合格となった場合は、下記③の是正を行い、再度、報告書を国に

提出し、国の検査を受けるものとする。 

③ 業務の是正措置等 

民間事業者は、国の検査職員による検査の結果、業務内容の是正が必要である

と認められる場合に該当するときは、速やかに業務の是正措置を行わなければな

らない。 

   国は「業務委託是正指図書」により民間事業者に業務の是正の指示を行い、民

間事業者はそれを受けて当該指図書の定める期間内に速やかに業務の是正を行う

ものとする。 
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また、未利用国有地管理等業務の実施に当たり、国が必要と認めた場合には、民間

事業者は改善計画書を国に提出し、承認を得た上で速やかに改善計画書の内容を実

施しなければならない。 

④ 支払方法 

   国は、適法な請求書を受理した日から 30 日以内に、業務の対象地区ごとに定め

る方法により民間事業者に委託費を支払うものとする。 

国が、国の責に帰すべき事由により期限内に請求金額を支払わなかった場合は、

支払期限到来の日の翌日から起算して支払いの日までの日数に応じ、請求金額に

対して、政府契約の支払遅延に対する遅延利息の率を定める件（昭和24年大蔵省

告示第991号）に定める年率の割合で計算した遅延利息を支払わなければならない。

ただし、遅延利息の額に100円未満の端数があるとき、又はその金額が100円未満

であるときは、その端数金額又はその全額を切り捨てるものとする。 

 

(9) 費用負担等に関するその他の留意事項 

法令の変更により民間事業者に生じた合理的な増加費用及び損害は、下記①から

③のいずれかに該当する場合には国が負担し、それ以外の法令変更については民間

事業者が負担する。 

① 未利用国有地管理等業務に類型的又は特別に影響を及ぼす法令変更及び税制度

の新設 

② 消費税その他類似の税制度の新設・変更（税率の変更含む。） 

③ 上記①、②のほか、法人税その他類似の税制度の新設・変更以外の税制度の新

設・変更（税率の変更含む。） 

④ その他の留意事項 

 年間予定数量はあくまで予定数量であり、数量の保証をするものではない。また 

数量は国の都合により増減する。 

 

2．実施期間に関する事項（法第14条第2項第2号） 

 

未利用国有地管理等業務の実施期間は、平成26年4月（契約締結後）から平成29年3

月31日までとする。（予定） 

（上記に係る予算措置については、平成26年度予算要求中（3ヶ年国庫債務負担行為）であ

り、本入札に係る落札及び本契約の締結は、平成26年度予算が成立し、予算示達がなされ

ることを前提とする。） 

 

3．入札参加資格に関する事項（法第14条第2項第3号及び第3項） 

 

(1) 法第10条各号（ただし第11号を除く。）に該当する者でないこと。 

 

(2) 予算決算及び会計令（昭和22年勅令第165号）第70条の規定に該当しない者であ
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ること。 

なお、未成年者、被保佐人又は被補助人であって、本契約の締結のために必要な

同意を得ている者は、同条中、特別の理由がある場合に該当する。 

(3) 予算決算及び会計令第71条の規定に該当しない者であること。 

 

(4) 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始の申立てをしていな

い者又は民事再生法（平成11年法律第225号）に基づき再生手続開始の申立てをし

ていない者。（ただし、会社更生法に基づき更生手続開始の申立てをした者又は民

事再生法に基づき再生手続開始の申立てをした者で、手続開始の決定がなされた後

において競争参加資格の再認定を受けている者を除く。） 

 

(5) 入札を行う地区の競争参加資格(全省庁統一資格又は財務省競争参加資格)を有

する者、又は当該競争参加資格を有していない者で、入札書の提出期限までに競争

参加資格審査を受け、競争参加資格者名簿に登録された者であること。（下記（10）

の入札参加グループでの入札の場合を除き、「入札参加資格【別添5】」の資格をす

べて有する者である必要がある。） 

   なお、入札書の提出期限までに、「資格審査結果通知書」の写しを提出すること。 

    

(6) 各府省庁から指名停止等を受けていない者（支出負担行為担当官が特に認める者

を含む。）であること。 

 

(7) 税の滞納がないこと。 

 

(8)  経営の状況又は信用度が極度に悪化していないと認められる者であり、適正な契

約の履行が確保される者であること。 

 

(9)  入札説明会において、未利用国有地管理等業務の概要等の説明を受けた者である

こと。 

 

(10)  入札参加グループでの入札について 

① 単独で業務が担えない場合は、複数の者で構成されるグループ（以下「入札参

加グループ」という。）で参加することができる。 

この場合、入札参加グループの構成者のうち１者がグループの代表者となり、

提案書の提出及び入札手続きを代表者の名前で行うものとする。また、入札参加

申し込みに当たっては、入札参加グループ結成に関する協定書を作成し併せて提

出すること。 

また、未利用国有地管理等業務の実施に当たっては、入札参加グループの代表

者が責任をもって国との連絡調整を行うとともに、入札参加グループの構成者も

定期的に国と連携を図り、円滑かつ迅速な業務を実施すること。 
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なお、入札参加グループの構成者となった者は、本競争に参加する他の入札参

加グループに参加、若しくは単独で入札に参加することはできない。 

② 代表者は、上記(1)から（4）及び（6）から(9)までの全ての要件を満たすこと

とし、グループ構成者は、上記（1）から（4）及び（6）から（8）までの要件を

満たすこと。なお、上記（5）については、「入札参加グループとして、すべてを

満たすこと」で可とするが、代表者及びグループ構成者は、それぞれ、少なくと

も1以上の「入札参加資格」を有していること。 

 

4．入札に参加する者の募集に関する事項（法第14条第2項第4号） 

 

(1) 入札に係るスケジュール（予定） 

手続 スケジュール 

入札公告 平成25年11月下旬ころ 

入札説明会 平成25年12月上旬ころ 

入札等に関する質疑応答 平成25年12月中旬ころ 

入札書類の受付期限 平成26年2月上旬ころ 

入札書類の評価 平成26年2月中旬ころ 

開札・落札者等の決定 平成26年3月上旬ころ 

契約の締結 平成26年4月1日 

 

(2) 入札実施手続 

① 入札の単位 

入札は、対象地区及び対象業務一覧【別添1】」に示す31の「対象地域」を単位

とし、上記2.に示す実施期間を対象として行うものとする。 

② 提出書類 

入札に参加する者（以下「入札参加者」という。）は、入札金額を記載した書

類（以下「入札書」という。）及び提案書を提出するものとする。 

③ 入札書の内容 

入札参加者が提出する入札書に記載する入札金額は、業務ごとの単価（円未満

切捨て）に予定件数を乗じた金額とその総額を記載すること。なお、上記の入札

金額には、未利用国有地管理等業務に要する一切の諸経費の108分の100に相当す

る金額を記載することとする。 

④ 提案書の内容 

   提案書には、「未利用国有地管理等業務を実施する者を決定するための評価の

基準【別添6】」に示した各評価項目に対する提案を具体的に記載すること。 

   入札参加者は、法令等に反しない限り、その創意工夫を発揮して、仕様書等と

異なる取扱いを内容とする提案をすることができる。 

なお、入札への参加を希望する者は、提案書提出期限前にその提案内容が法令

等に反するか否かについて、入札を実施する国に対し確認を求めることができる。
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確認を求められた国においては、当該者が提案書を提出期限内に提出できるよう

速やかに回答する。 

 

⑤ 提案書の添付資料の内容 

   提案書には次の資料を添付するものとする。 

1) 会社概要、組織図 

2) 事務フロー図 

3) 法第15条において準用する法第10条各号（ただし第11号を除く。）に規定

する欠格事由の審査に必要な書類 

⑥ ヒアリングの実施 

ヒアリングでは、提案書に記載された事項について質疑応答を行う。また、ヒ

アリングにより提案が実現可能な内容であるかを確認し、評価項目の得点に反映

させる。 

なお、ヒアリングへは未利用国有地管理等業務担当予定者最低1名が必ず出席す

ること。 

⑦ 入札の無効 

本実施要項に示した競争参加資格のない者、別に定める入札説明書の入札条件

に違反した者又は入札参加者に求められる義務を履行しなかった者の提出した入

札書及び提案書は無効とする。 

⑧ 再度入札 

   入札者又はその代理人の入札のうち予定価格の制限に達した価格の入札がない

ときは、直ちに再度入札を行うこととし、これによってもなお落札者となるべき

者が決定しない場合には、入札条件を見直し、再度公告入札に付することとする。 

⑨ 入札の延期 

入札参加者が相連合し又は不穏な挙動をする等の場合であって、競争入札を公

正に執行することができないおそれがあると認められるときは、当該入札を延期

することがある。 

 

5．対象公共サービスを実施する者を決定するための評価の基準その他の対象公共サー

ビスを実施する者の決定に関する事項（法第14条第2項第5号） 

 

落札者の決定は、業務の対象地区ごとに総合評価方式によるものとする。 

 

(1) 評価の方法 

落札予定者を決定するための評価は、提出された提案書の内容が未利用国有地管

理等業務の目的・趣旨に沿って実行可能なものであるか（必須評価項目）、また、

効果的なものであるか（加点評価項目）について、「未利用国有地管理等業務を実

施する者を決定するための評価の基準【別添6】」により行うものとする。 

評価の決定に当たっては、全国の11のブロック（「対象地区及び対象業務一覧」
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【別添1】参照。）ごとに評価委員会を設置し、評価委員会の意見を反映するものと

する。 

(2) 落札者の決定 

① 上記 3 の入札参加資格を全て満たし、上記（1）の評価の方法において必須とさ

れた項目の要件を全て満たし、予算決算及び会計令第 79 条の規定に基づいて作成

された予定価格の制限の範囲内である者のうち、提案書の審査により得られた各

評価項目の得点の合計点（最高 100 点）を入札価格で除して得られた数値（以下

「総合評価点」という。）の最も高い値の者を落札予定者として決定する。 

② 落札予定者となるべき者の入札価格が、予算決算及び会計令第85条の規定によ

る基準において定める額を下回った場合には、本契約の内容に適合した履行がな

されないおそれがあると認められるか否か、又はその者と本契約を締結すること

が公正な取引の秩序を乱すおそれがあると認められるか否かについて、予算決算

及び会計令第86条の規定に基づく調査を行うものとし、調査の結果、本契約の内

容に適合した履行がなされないおそれがあると認められたとき、又はその者と本

契約を締結することが公正な取引の秩序を乱すおそれがあると認められたときは、

予定価格の制限の範囲内の価格をもって申し込みをした他の者のうち、総合評価

点の最も高い者を落札予定者とする。 

③ 落札予定者となるべき者が二人以上あるときは、直ちに当該入札者にくじを引

かせ、落札予定者を決定するものとする。また、入札者又はその代理人が直接く

じを引くことができないときは、入札執行事務に関係のない職員がこれに代わっ

てくじを引き、落札予定者を決定するものとする。 

④ 落札者が決定した時は、遅滞なく、落札者の氏名若しくは名称、落札金額、落

札者の決定理由について公表するものとする。 

⑤ 再度の公告によっても落札者となるべき者が決定しない場合又は未利用国有地

管理等業務の実施に必要な期間が確保できない等やむを得ない場合は、国が自ら

未利用国有地管理等業務を実施すること等とし、その理由を公表するとともに、

官民競争入札等監理委員会（以下「監理委員会」という。）に報告するものとす

る。 

 

6．対象公共サービスに関する従来の実施状況に関する情報の開示に関する事項（法第

14条第2項第6号及び第4項） 

 

「従来の実施状況に関する情報の開示【別添7】」のとおり。 

 

7．公共サービス実施民間事業者に使用させることができる国有財産に関する事項（法

第14条第2項第7号） 

 

国が指図書で指示する業務実施期間内に限り、民間事業者は未利用国有地管理等業

務の対象となる国有財産に立ち入って業務を行うことができるものとする。 
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8．公共サービス実施民間事業者が、対象公共サービスを実施するに当たり、国の行政

機関等の長等に対して報告すべき事項、秘密を適正に取り扱うために必要な措置その

他の対象公共サービスの適正かつ確実な実施の確保のために契約により公共サービス

実施民間事業者が講ずべき措置に関する事項（法第14条第2項第9号） 

 

(1) 報告等について 

① 業務報告書の作成と提出 

1)  民間事業者は、民間事業者の営業状況等に関し、次により国へ報告書を提出

すること。 

・毎期の決算を終了した場合は、当該決算期に係る財務諸表 

・定款を変更した場合は、変更理由及び変更部分 

・役員の改選があった場合は、改選役員の氏名及び経歴 

2) 民間事業者は、個人情報の漏洩、滅失又は棄損の防止その他の個人情報の安

全管理のために必要かつ適切な措置の実施状況について、契約期間中、少なく

とも6ケ月に１回又は国が求めた場合はその都度報告すること。 

3) 民間事業者は、国の求めに応じ、未利用国有地管理等業務の実施状況その他

質の確保に関して、書面又は質疑応答形式により報告すること。 

 ② 事故等の報告 

民間事業者は、未利用国有地管理等業務の実施に当たり、事故等が発生した場

合は、迅速に対応するとともに、速やかに国に報告すること。 

③ 国の検査・監督体制 

民間事業者からの報告を受けるに当たり、未利用国有地管理等業務の検査・監

督体制は次のとおりとする。 

1)  監督職員（官職指定） 別途、国の定める職員による。 

2)  検査職員（官職指定） 別途、国の定める職員による。 

 

(2) 国による調査への協力 

国は、民間事業者による未利用国有地管理等業務の適正かつ確実な実施を確保す

るため必要があると認めるときは、民間事業者に対し、未利用国有地管理等業務の

状況に関し必要な報告を求め、又は民間事業者の事務所（又は業務実施場所）に立

ち入り、業務の実施状況又は帳簿、書類その他の物件を検査し、若しくは関係者に

質問することができる。 

立ち入り検査をする国の職員は、検査等を行う際には、当該検査等が法第26条第1

項に基づくものであることを民間事業者に明示するとともに、その身分を示す証明

書を携行し、関係者に提示するものとする。 

 

(3) 指示 

国は、民間事業者による未利用国有地管理等業務の適正かつ確実な実施を確保す

るために必要であると認めるときは、民間事業者に対し、必要な措置をとるべきこ
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とを指示することができる。 

  

(4) 秘密の保持 

 ① 民間事業者（個人の場合はその者、法人の場合はその役員（理事、取締役、執

行役、業務を執行する社員及び監事、監査役又はこれらに準じる者をいい、相談

役、顧問、その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、法人に対し、理事、

取締役、執行役、業務を執行する社員及び監事、監査役又はこれらに準じる者と

同等以上の支配力を有するものと認められるもの及びそれらの従業者を含む。））

又は民間事業者であった者は、未利用国有地管理等業務の実施に当たり、国、契

約相手方又は第三者から得た情報（公知の事実を除く）を漏らし、又は盗用して

はならない。 

② 民間事業者又は民間事業者であった者は、未利用国有地管理等業務に関して知

り得た秘密を漏らし、又は盗用することとならない場合であっても未利用国有地

管理等業務の実施に当たり知り得た情報を未利用国有地管理等業務の用に供する

目的以外に利用してはならない。 

また、民間事業者は、未利用国有地管理等業務の実施に当たり取得した個人情

報について、自己の利益のため、自らが運営する事業に活用する等、未利用国有

地管理等業務以外に利用してはならない。 

③ 上記①に違反した場合には法第54条により罰則の適用がある。 

 

(5) 契約に基づき民間事業者が講ずべき措置 

① 業務の開始及び中止 

1) 民間事業者は、本契約に定められた業務開始日に確実に未利用国有地管理等

業務を開始しなければならない。 

2)  民間事業者は、やむを得ない事由により、未利用国有地管理等業務を中止し

ようとするときは、あらかじめ、国の承認を受けなければならない。 

② 民間事業者の使用する名義及び身分証明書 

   民間事業者又はその従業者は、未利用国有地管理等業務に従事する際には、国

が認証した「身分証明書」を常に携行しなければならない。 

③ 宣伝行為の禁止 

1) 民間事業者は、未利用国有地管理等業務の実施に当たって、自らが行う業務

の宣伝を行ってはならない。 

2) 民間事業者は、未利用国有地管理等業務の実施に当たり、第三者に対し誤解

を与えるような行為をしてはならない。 

④ 法令の遵守 

民間事業者は、未利用国有地管理等業務の実施に当たり、適用を受ける関係法

令等を遵守しなければならない。 

⑤ 帳簿等の備え付け 

1) 民間事業者は、進行管理表等その他国が指示する帳簿を備えなければならな
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い。 

 2) 未利用国有地管理等業務に係る会計に関する帳簿書類を作成し、未利用国有

地管理等業務を終了した日の属する年度の翌年度から起算して5年間保存する

こと。 

⑥ 権利の譲渡 

民間事業者は、本契約によって生じる権利又は義務の全部又は一部を第三者に

譲渡してはならない。 

⑦ 権利義務の帰属等 

1) 未利用国有地管理等業務の実施が第三者の特許権、著作権その他の権利と抵

触するときは、民間事業者は、その責任において、必要な措置を講じなくては

ならない。 

2) 民間事業者は、未利用国有地管理等業務の実施状況を公表しようとするとき

は、あらかじめ、国の承認を受けなければならない。 

⑧ 再委託の取扱い 

1) 民間事業者は、未利用国有地管理等業務の実施に当たり再委託をしてはなら

ない。 

ただし、あらかじめ書面により国に協議し、承認を得た場合はこの限りでは

ない。 

2) 民間事業者は、本契約締結後やむを得ない事情により再委託を行う場合には、

再委託に関する事項を明らかにした上で国の承認を受けなければならない。 

3) 民間事業者は、上記1)及び2)により再委託を行う場合には再委託先から必要

な報告を徴収しなければならない。 

4) 再委託先は、民間事業者と同様の義務を負うものとする。 

⑨ 個人情報等の取扱い 

 民間事業者は、個人情報の取扱いに関して、国が定める「個人情報等に関する

特約条項」に従うものとし、内規を定め、国の承認を得なければならない。 

⑩ 談合等不正行為 

民間事業者は、談合等の不正行為に関して、国が定める「談合等の不正行為に

関する特約条項」に従うものとする。 

⑪ 契約変更 

  国及び民間事業者は、未利用国有地管理等業務の更なる質の向上を図る必要が

あるため、又はやむを得ない事由により本契約の内容を変更しようとする場合は、

あらかじめ双方の承認を得た上、法21条の手続きを経なければならない。 

⑫ 契約解除 

国は、民間事業者が次のいずれかに該当すると認めるときは、本契約を解除す

ることができる。 

1) 偽りその他不正の行為により落札者となったとき。 

2) 法第14条第2項第3号又は法第15条において準用する法第10条各号（ただし第

11号を除く。）の規定による民間競争入札に参加する者に必要な資格の要件を
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満たさなくなったとき。 

3) 本契約に従って未利用国有地管理等業務を実施できなかったとき、又はこれ

を実施することができないことが明らかになったとき。 

4) 上記3)に掲げるほか、本契約において定められた事項について重大な違反が

あったとき。 

5) 法令又は本契約に基づく報告をせず、若しくは虚偽の報告をし、又は検査を

拒み、妨げ、若しくは忌避し、若しくは質問について回答せず、若しくは虚偽

の回答をしたとき。 

6) 法令又は本契約に基づく指示に違反したとき。 

7) 法令又は本契約に違反して、未利用国有地管理等業務の実施に当たり知り得

た秘密を漏らし、又は盗用したとき。 

8) 法令又は本契約に違反して、未利用国有地管理等業務の実施に当たり知り得

た情報を目的外に利用したとき。 

9) 暴力団関係者を業務を統括する者又は従業者としていることが明らかにな

ったとき。 

10) 暴力団又は暴力団関係者と社会的に非難されるべき関係を有していること

が明らかになったとき。 

⑬ 不可抗力免責、危険負担 

民間事業者は、民間事業者の責に帰することができない事由により未利用国有

地管理等業務の全部又は一部の実施が遅滞したり不能になった場合は責任を負わ

ない。 

⑭ 契約の解釈 

本契約に関して疑義が生じた事項については、その都度、国と民間事業者とで

協議する。 

 

9．公共サービス実施民間事業者が対象公共サービスを実施するに当たり第三者に損害

を加えた場合において、その損害の賠償に関し契約により当該公共サービス実施民

間事業者が負うべき責任（国家賠償法の規定により国の行政機関等が当該損害の賠

償の責めに任ずる場合における求償に応ずる責任を含む。）に関する事項（法第14

条第2項第10号） 

 

本項においては、民間事業者が、故意又は過失により、第三者に損害を加えた場合

には、次に定めるところによるものとする。 

 

(1) 国が国家賠償法（昭和22年法律第125号）第1条第1項等に基づき第三者に対する

賠償を行ったときは、国は民間事業者に対し、当該第三者に支払った損害賠償額（当

該損害の発生について国の責に帰すべき理由が存する場合は、国が自ら賠償の責に

任ずべき金額を超える部分に限る。）について求償することができる。 
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(2) 民間事業者が民法（明治29年法律第89号）第709条等に基づき第三者に対する賠

償を行った場合であって、当該損害の発生について国の責に帰すべき理由が存する

ときは、民間事業者は国に対し、当該第三者に支払った損害賠償額のうち自ら賠償

の責に任ずべき金額を超える部分について求償することができる。 

 

(3) 未利用国有地管理等業務を実施するに当たり、民間事業者が故意又は過失により

国に損害を加えた場合には、民間事業者は当該損害に対する賠償の責に任ずるもの

とする（ただし、当該損害の発生につき、国の責に帰すべき理由が存するときは、

国の過失割合に応じた部分を除く。） 

 

10．対象公共サービスに係る第7条第8項に規定する評価に関する事項（法第14条第2

項第11号） 

 

(1) 実施状況に関する調査の時期 

内閣総理大臣が行う評価の時期（平成28年5月を予定）を踏まえ、未利用国有地管

理等業務の実施状況等については、平成28年3月末時点における状況を国が調査する

ものとする。 

 

(2) 調査の方法 

民間事業者の未利用国有地管理等業務の実施状況について国が調査を行うものと

する。 

 

(3) 調査項目 

①  未利用国有地管理等業務の処理期間内の処理率 

②  各種情報等の適正な管理等 

③ 委託経費（未利用国有地管理等業務に要した経費） 

 

11．その他対象公共サービスの実施に関し必要な事項その他 

 

(1) 対象公共サービスの実施状況等の監理委員会への報告及び公表 

民間事業者に対する会計法令に基づく監督・検査の状況について、未利用国有地

管理等業務終了後に監理委員会へ報告するとともに、法第２６条及び法第２７条に

基づく報告徴収、立入検査、指示等を行った場合には、その都度、措置の内容及び

理由並びに結果の概要を監理委員会へ報告することとする。 

 

(2) 国の監督体制 

本契約に係る監督は、契約担当官等が、自ら又は補助者に命じて、立会い、指示

その他の適切な方法において行うものとする。 

未利用国有地管理等業務の実施状況に係る監督は、上記8により行うこととする。 
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(3) 民間事業者が負う可能性のある主な責務等 

① 民間事業者の責務等 

民間事業者は、刑法（明治40年法律第45号）その他の罰則の適用については、

法令により公務に従事する職員とみなされる。 

② 会計検査について 

民間事業者は、会計検査院法（昭和22年法律第73号)第23条第1項第7号に規定す

る者に該当することから、会計検査院が必要と認めるときには、同法第25条及び

法第26条により、会計検査院の実地の検査を受けたり、同院から直接又は国（委

託元）を通じて、資料・報告等の提出を求められたり質問を受けたりすることが

ある。 
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対象地区及び対象業務一覧 【別添1】

対象地区番号 ①巡回
②草刈・保守

等
③柵設置等

④看板作成設
置等

⑤樹木伐採 ⑥投棄物撤去 ⑦巣撤去等
⑧流出土砂撤

去等
⑨建物開口部

閉鎖
⑩地下埋設物

調査
⑪土壌汚染調

査等
⑫ライフライン

調査
⑬アスベスト調

査
⑭測量

⑮物件調書作
成

⑯入札案内書
配布業務

⑰入札案内書
原稿整備業務

⑱PCB調査 評価委員会

関東財務局

千葉財務事務所

東京財務事務所

立川出張所

横浜財務事務所

横須賀出張所

甲府財務事務所

水戸財務事務所

宇都宮財務事務所

前橋財務事務所

新潟財務事務所

長野財務事務所

対象地区番号 ①巡回
②草刈・保守

等
③柵設置等

④看板作成設
置等

⑤樹木伐採 ⑥投棄物撤去 ⑦巣撤去等
⑧流出土砂撤

去等
⑨建物開口部

閉鎖
⑩地下埋設物

調査
⑪土壌汚染調

査等
⑫ライフライン

調査
⑬アスベスト調

査
⑭測量

⑮物件調書作
成

⑯入札案内書
配布業務

⑰入札案内書
原稿整備業務

⑱PCB調査 評価委員会

近畿財務局

京都財務事務所

舞鶴出張所

神戸財務事務所

奈良財務事務所

和歌山財務事務所

大津財務事務所

対象地区番号 ①巡回
②草刈・保守

等
③柵設置等

④看板作成設
置等

⑤樹木伐採 ⑥投棄物撤去 ⑦巣撤去等
⑧流出土砂撤

去等
⑨建物開口部

閉鎖
⑩地下埋設物

調査
⑪土壌汚染調

査等
⑫ライフライン

調査
⑬アスベスト調

査
⑭測量

⑮物件調書作
成

⑯入札案内書
配布業務

⑰入札案内書
原稿整備業務

⑱PCB調査 評価委員会

東海財務局

岐阜財務事務所

津財務事務所

静岡財務事務所

沼津出張所

対象地区番号 ①巡回
②草刈・保守

等
③柵設置等

④看板作成設
置等

⑤樹木伐採 ⑥投棄物撤去 ⑦巣撤去等
⑧流出土砂撤

去等
⑨建物開口部

閉鎖
⑩地下埋設物

調査
⑪土壌汚染調

査等
⑫ライフライン

調査
⑬アスベスト調

査
⑭測量

⑮物件調書作
成

⑯入札案内書
配布業務

⑰入札案内書
原稿整備業務

⑱PCB調査 評価委員会

北海道財務局

小樽出張所

函館財務事務所 6

旭川財務事務所 7

釧路財務事務所 8

帯広財務事務所 9

北見出張所 10

○関東財務局

○北海道財務局

2

3

1 【首都圏地区】

○東海財務局

○近畿財務局

対象外 対象外

【北関東・信越地区】

関東

近畿

東海

【北関東・
信越地区】

対象外
【札幌・小
樽地区】

北海道

対象外

5 【札幌・小樽地区】

対象外

4

首都圏地区

北関東・信越地区

関西地区

東海地区

札幌・小樽地区

注1）　対象地区番号　＝　契約単位
注2）　対象業務欄の色の違いは、別契約を表示している。
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対象地区及び対象業務一覧 【別添1】

対象地区番号 ①巡回
②草刈・保守

等
③柵設置等

④看板作成設
置等

⑤樹木伐採 ⑥投棄物撤去 ⑦巣撤去等
⑧流出土砂撤

去等
⑨建物開口部

閉鎖
⑩地下埋設物

調査
⑪土壌汚染調

査等
⑫ライフライン

調査
⑬アスベスト調

査
⑭測量

⑮物件調書作
成

⑯入札案内書
配布業務

⑰入札案内書
原稿整備業務

⑱PCB調査 評価委員会

東北財務局 11 東北財務局

青森財務事務所 12 青森財務事務所

盛岡財務事務所 13 盛岡財務事務所

秋田財務事務所 14 秋田財務事務所

山形財務事務所 15 山形財務事務所

福島財務事務所 16 福島財務事務所

対象地区番号 ①巡回
②草刈・保守

等
③柵設置等

④看板作成設
置等

⑤樹木伐採 ⑥投棄物撤去 ⑦巣撤去等
⑧流出土砂撤

去等
⑨建物開口部

閉鎖
⑩地下埋設物

調査
⑪土壌汚染調

査等
⑫ライフライン

調査
⑬アスベスト調

査
⑭測量

⑮物件調書作
成

⑯入札案内書
配布業務

⑰入札案内書
原稿整備業務

⑱PCB調査 評価委員会

北陸財務局

富山財務事務所

福井財務事務所

対象地区番号 ①巡回
②草刈・保守

等
③柵設置等

④看板作成設
置等

⑤樹木伐採 ⑥投棄物撤去 ⑦巣撤去等
⑧流出土砂撤

去等
⑨建物開口部

閉鎖
⑩地下埋設物

調査
⑪土壌汚染調

査等
⑫ライフライン

調査
⑬アスベスト調

査
⑭測量

⑮物件調書作
成

⑯入札案内書
配布業務

⑰入札案内書
原稿整備業務

⑱PCB調査 評価委員会

中国財務局

呉出張所

鳥取財務事務所

松江財務事務所

岡山財務事務所

倉敷出張所

山口財務事務所

下関出張所

対象地区番号 ①巡回
②草刈・保守

等
③柵設置等

④看板作成設
置等

⑤樹木伐採 ⑥投棄物撤去 ⑦巣撤去等
⑧流出土砂撤

去等
⑨建物開口部

閉鎖
⑩地下埋設物

調査
⑪土壌汚染調

査等
⑫ライフライン

調査
⑬アスベスト調

査
⑭測量

⑮物件調書作
成

⑯入札案内書
配布業務

⑰入札案内書
原稿整備業務

⑱PCB調査 評価委員会

四国財務局 19

徳島財務事務所 20

松山財務事務所 21

高知財務事務所 22

対象地区番号 ①巡回
②草刈・保守

等
③柵設置等

④看板作成設
置等

⑤樹木伐採 ⑥投棄物撤去 ⑦巣撤去等
⑧流出土砂撤

去等
⑨建物開口部

閉鎖
⑩地下埋設物

調査
⑪土壌汚染調

査等
⑫ライフライン

調査
⑬アスベスト調

査
⑭測量

⑮物件調書作
成

⑯入札案内書
配布業務

⑰入札案内書
原稿整備業務

⑱PCB調査 評価委員会

福岡財務支局

佐賀財務事務所

小倉出張所 24

長崎財務事務所 25

佐世保出張所 26

対象地区番号 ①巡回
②草刈・保守

等
③柵設置等

④看板作成設
置等

⑤樹木伐採 ⑥投棄物撤去 ⑦巣撤去等
⑧流出土砂撤

去等
⑨建物開口部

閉鎖
⑩地下埋設物

調査
⑪土壌汚染調

査等
⑫ライフライン

調査
⑬アスベスト調

査
⑭測量

⑮物件調書作
成

⑯入札案内書
配布業務

⑰入札案内書
原稿整備業務

⑱PCB調査 評価委員会

九州財務局 27(その①、②) その① その② その②

大分財務事務所 28（その①、②） その① その② その②

宮崎財務事務所 29（その①、②） その① その② その②

鹿児島財務事務所 30（その①、②） その① その② その②

名瀬出張所 -

対象地区番号 ①巡回
②草刈・保守

等
③柵設置等

④看板作成設
置等

⑤樹木伐採 ⑥投棄物撤去 ⑦巣撤去等
⑧流出土砂撤

去等
⑨建物開口部

閉鎖
⑩地下埋設物

調査
⑪土壌汚染調

査等
⑫ライフライン

調査
⑬アスベスト調

査
⑭測量

⑮物件調書作
成

⑯入札案内書
配布業務

⑰入札案内書
原稿整備業務

⑱PCB調査 評価委員会

本局管内 31

宮古財務出張所 -

八重山財務出張所 -

その①

その①

その①

その①

その①

中国

福岡

九州

沖縄

対象外 対象外対象外 対象外

対象外

その② その③

北陸

対象外

対象外対象外

対象外

四国

対象外

対象外

対象外

対象外

○沖縄総合事務局

○福岡財務支局

対象外

○東北財務局

○北陸財務局

対象外

対象外

17

18

○中国財務局

対象外

○四国財務局

23（その①、②、③） その①

○九州財務局

対象外

対象外

対象外

北陸地区

中国地区

福岡・佐賀地区（除く小倉出張所管内）

※壱岐・対馬地区を含む

注1）　対象地区番号　＝　契約単位
注2）　対象業務欄の色の違いは、別契約を表示している。
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【別添 2】 

 

 

未利用国有地の管理等業務に関する 

業務委託仕様書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

関東財務局 
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仕様書 

 

１．業務名  未利用国有地（首都圏地区）管理等業務 

２．業務概要 

国の職員に代わって行う未利用国有地等の国有財産の物件調査業務、管理業務、一般競争入札補

助業務等に関する業務の実施。 

３．業務対象地域 

 東京都（島しょを除く）、埼玉県、神奈川県、千葉県、山梨県内 

（一般競争入札補助等に関する業務は、上記地域に加え、東京都（島しょ）、茨城県、栃木県、

群馬県、新潟県、長野県内） 

４．契約期間 

   平成 26年 4月 1日から平成 29 年 3 月 31 日（予定） 

５．業務の詳細 

イ 国有財産の調査に関する業務 

(1)物件調書作成業務 

  国有財産（土地、建物等の不動産及びその付属物）を入札物件として売却するために必要とな

る各種調査を行い、調査結果をまとめた物件調書を作成する（過去に作成した物件調書の作り直

し（再作成）の業務を含む）。（別紙１「物件調書作成業務の流れ」参照。） 

① 物件の現況、登記情報、各種法令による制限等の重要事項について調査を行う。調査項目

の詳細は別途交付する「物件調書作成の手引き（以下「手引き」という。）」による。 

  ② 調査結果は物件調査表にまとめ、それに基づいて物件調書（図面含む）を作成する。 

    調査表の様式及び調書作成上の留意事項は手引きによる。 

  ③  物件調書の作成は、外部電磁的記録媒体等により配付する「国有財産総合情報管理システ

ム（独立端末システム）」を用いて行う。 

    民間事業者は、配付された独立端末システムを稼働させるパーソナルコンピュータをあら

かじめ準備しておき、システム配付後に自らインストール作業を行って使用する。 

 

＜独立端末システムの推奨動作環境＞ 

OS メモリ 
ディスクの 

空き容量 
CPU 

Windows XP SP3 

Windows Vista SP1(32bit 版) 

Windows 7 （ 32bit 版 ／ Windows7 

SP1(32bit 版) 

512MB 850MB 

Pentium 

1GHz 
Windows Vista SP1(64bit 版) 

Windows 7 （ 64bit 版 ／ Windows7 

SP1(64bit 版) 

512MB 2GB 

  ④ 物件調書の成果品は、物件調書原稿（図面含む）に物件調査表等の調査資料一式を添付し、

紙及び電子媒体により履行期限までに提出する。 

  (2)地下埋設物調査業務 

（別添２） 
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埋設物等調査は、国有財産の地下に埋設されている廃棄物等、土地取引において瑕疵の対象と

なる恐れのあるものの存在を把握するため、可能な範囲で埋設されている廃棄物等の確認をする

ことを目的として業務を実施する。（別紙２「地下埋設物調査（イメージ図)」参照。） 

    ① 業務内容 

埋設物等調査は、対象財産の立地条件、近隣住宅に与える影響等を勘案し、埋設物ボー

リング調査及び埋設物試掘調査に区分して実施し、各種届出書類の作成を行う。 

    ② 調査の流れ 

ⅰ 調査は、現地踏査、埋設物ボーリング調査、埋設物試掘調査の順で進む。 

ⅱ 調査の開始は指図を持って為され、指図は埋設物調査として示される。 

ⅲ 民間事業者は現地踏査を行い、調査計画案を提出する。 

  (3)土壌汚染調査業務 

国有財産の土壌汚染について、土地取引において瑕疵の対象となる恐れのあるものの存在を把

握し、可能な範囲で汚染状況等の確認をすることを目的とし、土壌汚染対策法及び土壌汚染対策

法に基づく調査及び措置に関するガイドライン等に基づいて、物件の状況に応じ、次の業務を実

施する。 

    ① 土地履歴調査業務 

ⅰ 調査物件について、登記簿（建物登記、法人登記、閉鎖登記、土地台帳を含む）、地形

図（旧版地形図を含む）、住宅地図（旧版住宅地図を含む）、空中写真等の資料を収集及

び整理し、土地の利用履歴を調査する。 

      ⅱ 自治体の関係条例及び指導要綱等の名称等の確認を行う。 

ⅲ 現地踏査及び必要に応じて周辺住民及び関係機関の聞き取り調査を行い、現地の状況

及び特定有害物質の使用状況等について調査を行う。 

ⅳ 特定有害物質取扱事業所又は特定有害物質に該当する物質を取り扱っていた事業所に

ついて自治体届出の資料等の確認を行い、名称、物質の使用状況、保管状況、排出状況、

使用場所等を調査する。 

    ② 土壌汚染概況調査業務 

土地履歴調査の結果、土壌汚染のおそれが有る場合、土壌汚染対策法に準拠する概況調査

を実施する。  

        試料採取地点については、事前に国担当者と打合せの上、縦横３０ｍの範囲内に５地点を

設定し、当該地点から採取した試料を１検体とする。試料採取地点については、図面（測量

図等）に表示する。 

分析調査項目は、次のとおりとする。 

          ⅰ 第一種特定有害物質として土壌ガス分析調査 

       ⅱ 第二種特定有害物質の溶出量及び含有量調査 

       ⅲ 第三種特定有害物質の溶出量調査 

       ⅳ ダイオキシン類の含有量調査（※個別に指図した場合に適用） 

       ⅴ 油分判定（油臭及び油膜） （※個別に指図した場合に適用） 

ⅵ 油分（ＴＰＨ）の含有量調査（※個別に指図した場合に適用） 

③ 土壌汚染概況調査（個別調査）業務 

概況調査において土壌汚染が認められたものについて、土壌汚染対策法に準拠する平面範
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囲調査を実施する。  

試料採取地点については、事前に国担当者と打ち合せることとする。試料採取地点につい

ては、図面（測量図等）に表示する。 

起点の現地復元ができるよう、適宜の措置を講じる。 

分析調査項目は、概況調査の結果、基準を上回った項目とする。 

    ④ 土壌汚染詳細調査業務 

概況調査（個別調査）において土壌汚染が認められた単位区画について、汚染範囲を把握

するための詳細調査を実施する。 

          試料採取地点及びボーリング深度については、事前に国担当者と打合せを行うこととする。

試料採取地点等については、図面（測量図等）に表示する。 

          分析調査項目は次の内、概況調査（個別調査）の結果、基準を上回った項目及びその分解

生成物質とする。また、関係機関と打ち合わせの上必要に応じ、地下水調査も行うものとす

る。 

ⅰ 第一種特定有害物質の溶出量調査 

ⅱ 第二種特定有害物質の溶出量及び含有量調査 

ⅲ 第三種特定有害物質の溶出量調査 

ⅳ ダイオキシン類の含有量調査 

ⅴ 油分（ＴＰＨ）の含有量調査 

  (4)ライフライン調査業務 

国有財産内のライフライン（上水・下水・ガス等の管渠）の存否、現在使用されていない廃止

管の位置等について、関係機関等調査、掘削調査業務を実施する。 

     ① 調査業務 

ⅰ 現地での掘削調査前に上下水道管、ガス管等の管網図を関係機関において調査する。 

      ⅱ 関係機関の調査のほか、第三者使用の場合、聞き込み等関係者調査を行う。 

     ② 掘削調査 

ⅰ 工事実施にあたっては、近隣にお知らせ文書を配布し、配布した範囲を図面で提出す

る。 

ⅱ 工事実施後には、埋め戻しのうえ整地を行う。 

  (5)アスベスト調査業務 

国有財産の建物及び工作物について、石綿障害予防規則等に基づく規制の対象となる石綿等

（以下「アスベスト」という）の使用の有無の確認調査を行い、報告書を提出する。 

① アスベスト確認調査 

  確認調査は、法令等に基づき適正に実施する。 

  既存の平面図等設計図書、施工時期、構造等に基づき調査する。 

 現地において、目視等により調査する。 

 アスベストの使用の有無については、次の事項について調査する。 

ⅰ 使用箇所（例：台所天井、外壁、ベランダ隔板等） 

ⅱ 建材の種類（例：吹付け石綿、石綿断熱材、石綿セメント板等） 

ⅲ アスベストの使用状況等 

    ② アスベスト分析調査 
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確認調査の結果、アスベストの使用の可能性が確認された場合、石綿障害予防規則第 3条

第 2項の規定によるアスベストの使用の有無の分析調査を行い、報告書を提出する。 

分析調査の方法については、JIS A1481 「建材製品中のアスベスト含有率測定方法」等に

基づき適正に実施する。 

③ アスベスト粉じん調査 

確認調査及び分析調査の結果、調査物件における建物及び工作物全体についてアスベスト

の使用が確認された場合、原則として作業環境測定基準に従ってアスベスト粉じん調査を行

い、アスベストの使用が確認された屋内及び建物周囲におけるアスベストの飛散状況を確認

し、報告書を提出する。 

調査試料の捕集及び分析方法については、「石綿にかかる特定粉じんの濃度の測定法（平

成元年 12月 27 日 環境庁告示第 93号）」等に基づき適正に実施する。 

(6)測量業務 

必要な隣接地主との境界立会い、公共用地（道水路）境界査定を行い、境界杭を設置し、測量

を行う。 

業務は法令に従い資格を有する者が行う。 

① 境界標復元 

      座標値による測量図がある場合で、欠損した境界標を復元する。 

② 用地測量 

      国有財産の測量図が三斜求積のみで座標値のない場合に、地積更正等登記に必要な測量

を行う。必要に応じ欠損した境界標を復元する。 

  ③ 登記用図面作成 

    国有財産にかかる表示登記、分筆登記等の際に使用する図面を作成する。 

 (7)ＰＣＢ調査業務 

     国有財産の建物、工作物及び備品について、ＰＣＢの使用が疑われる場合に次のとおり調査

する。 

   ①  調査は、法令等に基づき適正に実施する。 

   ②  既存の平面図等設計図書、施工時期、構造等に基づき調査する。 

   ③  現地において、目視等により調査する。 

   ④  ＰＣＢの使用が認められるものがある場合には、その後の対処方法を策定する。また、使

用の有無について判定できないものがある場合は、その理由を明記するとともに、対処方法

を策定する。 

   ⑤  対処方法の策定について、ＰＣＢ含有物の撤去費用のほか、更なる分析調査を行う必要が

あるなど新たに費用が発生する場合は、概算費用の見積もりを行う。 

ロ 国有財産の管理に関する業務 

  (1)巡回業務 

      次のとおり巡回業務を行い、巡回業務記録（仮称）を提出するものとする。なお、巡回業務

記録（仮称）の報告様式については請負事業者の提案を国と協議して採用する。 

     ① 定期巡回 

       ⅰ １年間に４回巡回を行い、全物件について写真撮影する。 

        ⅱ 未利用国有地として初めての巡回の際は、受託業者の「名称・連絡先」を各物件の現地
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に掲示する。 

       ⅲ 巡回の結果、不法投棄された小さなゴミ等を発見した場合は、適正に場外処分し、その

他違法駐車等現場において適正な管理を行う。 

       ⅳ 国有地内に存する工作物の滅失・損傷があった場合、近隣住民等に危害が及ぶおそれ等

がある状況を発見した場合には、状況を報告する。 

       ⅴ 境界標の有無を確認するとともに、草の繁茂状況、樹木の越境状況を報告する。 

       ⅵ 不法投棄された小さなゴミ等を発見した場合は、適正に場外処分し、処分できなかった

ゴミについては、その状況を報告する。 

ⅶ 違法駐車、無断占使用等を発見した場合には、速やかに報告した上で排除等の措置を講

じる。違法駐車については、車両ナンバーを記録するとともに、文書による注意喚起を

行う。 

ⅷ 看板、木柵等に軽微な破損等が発見された場合には、受託者の負担で、随時、補修等の

措置を講じる。 

ⅸ 土石流、地すべり、がけ崩れ、落石又は倒木等の有無及び隣接地や道路・河川への干渉

並びにそのおそれについて調査を実施する。 

② 随時巡回 

ⅰ 一般随時巡回 

          警察、近隣住民等から通報があった場合等、又は国が必要と認める都度、随時に巡回

業務を実施する。 

       ⅱ 特別随時巡回 

          台風、地震等の災害、事故等が発生した場合は国の指示に基づき随時に巡回業務を実

施する。 

     ③ ホームページ用写真撮影 

       別に定める「物件調書等作成・納品要領」により業務を行う。 

  (2)草刈・保守業務 

    次のとおり草刈・保守・清掃業務を実施する。 

     ① 草刈等の業務は、事前に近隣にお知らせ文書を配布して作業する。 

     ② 施工にあたっては、「機械刈」を基本に「手刈り」「篠竹・低木・小木」「孟宗竹・真竹等」

「つる草」に区分するとともに、「機械刈」及び「手刈り」については、現地状況により「平

坦地」及び「傾斜地」（傾斜角度 30度以上）に区分して施工する。 

     ③ 刈草の刈高は「５ｃｍ以内」とする。 

     ④ 柵、工作物等に絡まっている「つる草等」も刈り取る。 

⑤ その他現状に合わせて適正に管理する。 

  (3)柵設置業務 

     ① 木柵設置 

        材料及び工事仕様は、下記のとおりとする。 

         ⅰ 木柵は、境界の内側 20ｃｍ程度の位置に杭丸太の中心を設置する。 

         ⅱ コーナーの木柵は筋交い（すじかい）を２本設置し、端部は 1本とする。 

         （別紙３「木柵仕様（イメージ図）」参照。） 

     ② コンクリート等破砕（コア抜き） 
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        削岩機等を使用し、口径 10ｃｍ程度のコンクリート等の破砕を行う。 

     ③ 番線張替 

        ⅰ 張替は４段、たすき掛け 

        ⅱ 番線は被覆番線１０号又はカラー鉄線１０号 

     ④ 木柵撤去 

       既存木柵の撤去は、適正に場外処分する。 

    ⑤ ネットフェンス設置 

   材料及び工事仕様は、構成部材 JISA6518、ひし形金網 JISG3552 の規格に適合するものと

する。 

      ネットフェンスは、境界の内側約 20ｃｍ程度の位置（基礎の中心）に設置する。 

     ⑥ ネットフェンス等撤去・補修 

       破損ネットフェンスの補修は、設置の構成部材若しくは既存のネットフェンスと同等部材

により補修を行う。 

     ⑦ 単管パイプ撤去 

       既存単管パイプ柵の撤去は、適正に場外処分する。 

    ⑧ 木柵侵入部分設置 

       車道から最も侵入し易い部分に間口 3.0ｍの侵入部分を設置する。 

  (4)看板作成設置等業務 

     掲示物は物件リストに基づき、原稿を指定する用紙（サイズ・色）に印刷したものをラミネ

ート（パウチ）加工し掲示する。 

    ① 看板設置時に看板仕様の位置に掲示物を掲示する。 

    ② 「暫定活用」の掲示物を所定の位置に掲示する。 

    ③ 売出予告掲示物は、所定の位置に「売地」または「売物件」を掲示する。 

④ 貸付中の物件の場合は、「売物件」の下に、立ち入りを制限する旨の注意書きを赤字で記載

する。 

      （別紙４「看板仕様 (イメージ図)」参照。） 

  (5)樹木伐採業務 

樹木を伐採・枝払い・伐根し、適正に場外処分する。 

対象樹木（伐根を除く）は、樹木の種類にかかわらず、「目通り幹周り」が平均 20～270ｃｍ

の樹木、及び高さが約 15ｍ以下の樹木を対象とする。 

     高さが 15ｍ以上であっても、民間事業者が施工可能とした場合は対象樹木とする。 

①  樹木伐採は地際から伐採する。 

②  樹木枝払いの施工方法として、 

      ⅰ「枝払い（強）」とは、枝周りが概ね 10ｃｍ以上の枝の本数 20本以上の枝払いを行うもの

を言う。 

      ⅱ「枝払い（弱）」とは、枝周りが概ね 10ｃｍ以上の枝の本数 20本未満の枝払いを行うもの

を言う。 

      ⅲ 樹木の３分２以上の枝払いは樹木の伐採とする。 

③  枝払いは、施工難易度、車両乗り入れの可否により「人力（簡易）」、「人力（要足場設置）」、

「機械施工（高所作業車等）」に区分するとともに、現地状況により「平坦地」、「傾斜地」（傾
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斜角度３０度以上）に区分する。 

       ⅰ「機械施工（高所作業車等）」とは高所作業車、クレーン車等の使用を指し、車両乗入の

進入路が確保できる場合（接道幅員 2.5ｍ以上）を言う。（枝周りが概ね 60ｃｍを超える

もの） 

       ⅱ「人力（要足場設置）」とは、車両の乗り入れが不可であるもの、または車両乗り入れが

可能であっても機械施工が困難であり、仮設足場の設置等により人力で枝払いする場合を

言う。（枝周りが概ね 60ｃｍを超えるもの） 

       ⅲ「人力（簡易）」とは、車両乗入の進入路が確保でき、かつ枝鋏等により人力で簡易に枝

払いできる場合を言う。（枝周りが概ね 20～60ｃｍ） 

     ④  伐根は、施工難易度、車両乗り入れの可否により「人力（簡易）」、「人力（要足場設置）」、

「機械施工（高所作業車等）」に区分するとともに、現地状況により「平坦地」、「傾斜地」（傾

斜角度 30度以上）に区分する。 

    ⑤ 「生垣剪定」の選定方法は、都度指図書により指示する。 

(6)投棄物撤去業務 

以下の投棄物（周囲のゴミを含む）について、委託業者の責任において適正に場外処分する。 

     ① 混合ゴミ 

      切枝・板切・木っ端切れ・ビン・カン・ペットボトル・プラスチック・丸太・バッテリー・

タイヤ・ダンボールクズ・ビニール・生ゴミ・木クズ・破砕角材・柱材・桟材・伐採木・伐

根等・鉄骨鉄筋クズ・金属加工クズ・足場パイプ・トタン・ブリキ・自転車・バイク５０cc

以下 

    ② 大型家電 

ⅰ 本地内に放置されている大型家電（テレビ・冷蔵庫・エアコン・洗濯機）を撤去する。 

       ⅱ リサイクル費用のみ国が負担する。 

     ③ 自動車 

   本地内に放置されている車両を撤去する。 

     ④ アスファルト・コンクリート・コンクリート有筋・がれき混土砂・燃え殻・鉱さい 

   本地内に不法投棄された建設副産物等を撤去する。 

(7)巣撤去等業務 

① 次の巣を児童の登下校時間等、近隣への十分な配慮をしたうえで撤去し、適正に場外搬出

する。 

     ⅰ スズメ蜂 

     ⅱ アシナガ蜂 

ⅲ カラス 

② 必要に応じ、次のとおり害虫駆除（業務薬剤散布）業務を適正に実施する。 

        対象害虫（毛虫、ヤスデ、シロアリヤスデ、ムカデ、ワラジムシ等） 

        想定薬剤（スミチオン乳剤、カルホス乳剤及び同等の薬剤） 

  (8)流出土砂撤去等業務 

土砂崩れ等を原因とする国有財産上及び隣接地上等から土砂・倒木等の排土・搬出業務を適

正に実施する。また、必要に応じて、シート養生、土嚢設置、土留板柵等を設置する。 

     本地内の支障となる「つる等」についても、併せて刈り取り適正に場外処分する。 
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     二次災害の危険性もあり、緊急性も高いことから、現場の状況及び天候等を判断し、早急に

施工する。 

  (9)建物開口部閉鎖業務 

不法占拠等の防止のため建物等の開口部、窓等について閉鎖業務を実施する。 

材料及び工事仕様は下記のとおりとする。 

① 窓封鎖 

封鎖にあっては、躯体に合板を直接コンクリートアンカーで固定するか、木下地を躯体

に取り付けた上で、コンクリート型用合板を隙間なく貼り付け、外部からの進入ができな

いようにする。 

② 開口部 

      封鎖にあっては、躯体にタル木を止め、その上から合板を直接コンクリートアンカー及

びスクリュー釘で固定するか、木下地を躯体に取り付けた上で、コンクリート型用合板を

隙間なく貼り付ける。 

   ③ 建物出入口 

      木下地を躯体に取り付けた上で、コンクリート型用合板を隙間なく貼り付けると同時に、

出入口を設け、南京錠を取り付ける。 

 ハ 一般競争入札の補助に関する業務 

   (1)入札案内書配布照会対応業務 

① 国有財産の一般競争入札にかかる案内書配布及び照会対応を行う。 

② 案内書配布については、受託業者の窓口での配布のほか、郵送による配布を行う。 

③ 案内書配布部数、照会内容を記録する。 

④ 郵送による配布は、料金着払いによる。 

  閲覧資料のコピーを求められた場合は、特定された必要最低限のみとし、実費相当分の負

担分を求めることができるものとする。 

⑤ 売出中止した場合は、案内書へ「売出中止」のゴム印押印等を行う。  

  (2)入札案内書原稿整備業務 

既に作成されている物件調書添付図面（周辺図・明細図・概要図等）について、入札案内書

の原稿とするため、記載内容の修正作業を行う。 

６．納品すべき成果物 

   指図書で委託した業務のうち、国有財産の入札に必要な物件調書（明細図、概要図、現況図はＣ

ＡＤで作成しＰＤＦ形式）、巡回・地下埋設物・土壌汚染・ライフライン・アスベスト・ＰＣＢ・

測量・不動産表示登記等業務の完了報告書、現地調査記録、看板、柵等 

７．その他留意事項 

 (1) 民間事業者は、委託財産の処理に当たって、適正かつ迅速な処理を行うものとする。 

(2) 調査等の対応等においては、国の業務を遂行していることを常に自覚し、懇切丁寧な対応に努

めなければならない。 

 (3) 委託業務に係る情報が外部等に遺漏することがないよう厳格な情報管理に努めなければならな

い。 

 (4) 民間事業者は、国が業務を委託した国有財産に関し、他のいかなる者からの業務の委託に応じ

てはならない。 
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 (5) 民間事業者は、国有財産の管理等の報酬として、国以外の者からのいかなる金員を受領等して

はならない。 

 (6) 業務の遂行に当たっては、国が発行した身分証明書を携行し、必要に応じて提示しなければな

らない。 

(7)  業務を実施する中で施工方法や施工数量等を変更する必要が生じた場合は、民間事業者は

別に定める「業務変更内容記録」（以下「変更記録」という。）を作成し、変更内容につい

て監督職員の確認を受けるものとする。 

なお、国が指示した業務内容を別の業務に変更する等の重大な変更の必要が生じた場合は、

民間事業者は変更記録の作成に加え、国から「業務委託指図書（変更）」の交付を受けて業

務内容を変更する。ただし、国の都合で、国からの指示に基づき業務内容の変更を行う場合

は「業務委託指図書（変更）」の交付のみで変更記録の作成は行わない。 

(8) 現地に工事用機材等の搬入・搬出に支障となるネットフェンスがある場合は、現地から監

督職員に連絡をし、口頭で指示を受けてネットフェンス撤去及び（原状回復のための）設置

業務をあわせて実施する（(7)の業務変更の手続きを経て実施する）。木柵撤去・番線切断等、

ネットフェンス以外の工作物の現状を変更した場合には、業務完了期限までに民間事業者の

負担により原状回復しなければならない。 

(9) 委託費の支払いに当たっては、民間事業者は検査合格となったものを月ごとに取りまとめ、完

了した業務実績数量に契約単価を乗じて算出した金額（指図書ごとに合計した金額。金額に円未

満の端数があるときは、端数を切り捨てる。）に消費税及び地方消費税相当額を加算した額をもっ

て委託費の支払いを請求するものとする。 

(10) 民間事業者は、国有財産に関して係争その他問題が生じ、または生じる恐れがあると判断した

場合には、遅滞なくその経緯等を監督職員に報告し、その処理について指示を求めなければなら

ない。 

(11)  業務内容に関して疑義が生じた場合は、その都度、民間事業者と国とで書面にて協議するもの

とする。 
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仕様書 

 

１．業務名  未利用国有地（北関東・信越地区）管理等業務 

２．業務概要 

国の職員に代わって行う未利用国有地等の国有財産の物件調査業務、管理業務等に関する業務の

実施。 

３．業務対象地域 

 茨城県、栃木県、群馬県、新潟県、長野県内 

４．契約期間 

   平成 26年 4月 1日から平成 29 年 3 月 31 日（予定） 

５．業務の詳細 

イ 国有財産の調査に関する業務 

(1)物件調書作成業務 

  国有財産（土地、建物等の不動産及びその付属物）を入札物件として売却するために必要とな

る各種調査を行い、調査結果をまとめた物件調書を作成する（過去に作成した物件調書の作り直

し（再作成）の業務を含む）。（別紙１「物件調書作成業務の流れ」参照。） 

① 物件の現況、登記情報、各種法令による制限等の重要事項について調査を行う。調査項目

の詳細は別途交付する「物件調書作成の手引き（以下「手引き」という。）」による。 

  ② 調査結果は物件調査表にまとめ、それに基づいて物件調書（図面含む）を作成する。 

    調査表の様式及び調書作成上の留意事項は手引きによる。 

  ③  物件調書の作成は、外部電磁的記録媒体等により配付する「国有財産総合情報管理システ

ム（独立端末システム）」を用いて行う。 

    民間事業者は、配付された独立端末システムを稼働させるパーソナルコンピュータをあら

かじめ準備しておき、システム配付後に自らインストール作業を行って使用する。 

 

＜独立端末システムの推奨動作環境＞ 

OS メモリ 
ディスクの 

空き容量 
CPU 

Windows XP SP3 

Windows Vista SP1(32bit 版) 

Windows 7 （ 32bit 版 ／ Windows7 

SP1(32bit 版) 

512MB 850MB 

Pentium 

1GHz 
Windows Vista SP1(64bit 版) 

Windows 7 （ 64bit 版 ／ Windows7 

SP1(64bit 版) 

512MB 2GB 

  ④ 物件調書の成果品は、物件調書原稿（図面含む）に物件調査表等の調査資料一式を添付し、

紙及び電子媒体により履行期限までに提出する。 

  (2)地下埋設物調査業務 

埋設物等調査は、国有財産の地下に埋設されている廃棄物等、土地取引において瑕疵の対象と

なる恐れのあるものの存在を把握するため、可能な範囲で埋設されている廃棄物等の確認をする

（別添２） 
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ことを目的として業務を実施する。（別紙２「地下埋設物調査（イメージ図)」参照。） 

    ① 業務内容 

埋設物等調査は、対象財産の立地条件、近隣住宅に与える影響等を勘案し、埋設物ボー

リング調査及び埋設物試掘調査に区分して実施し、各種届出書類の作成を行う。 

    ② 調査の流れ 

ⅰ 調査は、現地踏査、埋設物ボーリング調査、埋設物試掘調査の順で進む。 

ⅱ 調査の開始は指図を持って為され、指図は埋設物調査として示される。 

ⅲ 民間事業者は現地踏査を行い、調査計画案を提出する。 

  (3)土壌汚染調査業務 

国有財産の土壌汚染について、土地取引において瑕疵の対象となる恐れのあるものの存在を把

握し、可能な範囲で汚染状況等の確認をすることを目的とし、土壌汚染対策法及び土壌汚染対策

法に基づく調査及び措置に関するガイドライン等に基づいて、物件の状況に応じ、次の業務を実

施する。 

    ① 土地履歴調査業務 

ⅰ 調査物件について、登記簿（建物登記、法人登記、閉鎖登記、土地台帳を含む）、地形

図（旧版地形図を含む）、住宅地図（旧版住宅地図を含む）、空中写真等の資料を収集及

び整理し、土地の利用履歴を調査する。 

      ⅱ 自治体の関係条例及び指導要綱等の名称等の確認を行う。 

ⅲ 現地踏査及び必要に応じて周辺住民及び関係機関の聞き取り調査を行い、現地の状況

及び特定有害物質の使用状況等について調査を行う。 

ⅳ 特定有害物質取扱事業所又は特定有害物質に該当する物質を取り扱っていた事業所に

ついて自治体届出の資料等の確認を行い、名称、物質の使用状況、保管状況、排出状況、

使用場所等を調査する。 

    ② 土壌汚染概況調査業務 

土地履歴調査の結果、土壌汚染のおそれが有る場合、土壌汚染対策法に準拠する概況調査

を実施する。  

        試料採取地点については、事前に国担当者と打合せの上、縦横３０ｍの範囲内に５地点を

設定し、当該地点から採取した試料を１検体とする。試料採取地点については、図面（測量

図等）に表示する。 

分析調査項目は、次のとおりとする。 

          ⅰ 第一種特定有害物質として土壌ガス分析調査 

       ⅱ 第二種特定有害物質の溶出量及び含有量調査 

       ⅲ 第三種特定有害物質の溶出量調査 

       ⅳ ダイオキシン類の含有量調査（※個別に指図した場合に適用） 

       ⅴ 油分判定（油臭及び油膜） （※個別に指図した場合に適用） 

ⅵ 油分（ＴＰＨ）の含有量調査（※個別に指図した場合に適用） 

③ 土壌汚染概況調査（個別調査）業務 

概況調査において土壌汚染が認められたものについて、土壌汚染対策法に準拠する平面範

囲調査を実施する。  

試料採取地点については、事前に国担当者と打ち合せることとする。試料採取地点につい
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ては、図面（測量図等）に表示する。 

起点の現地復元ができるよう、適宜の措置を講じる。 

分析調査項目は、概況調査の結果、基準を上回った項目とする。 

    ④ 土壌汚染詳細調査業務 

概況調査（個別調査）において土壌汚染が認められた単位区画について、汚染範囲を把握

するための詳細調査を実施する。 

          試料採取地点及びボーリング深度については、事前に国担当者と打合せを行うこととする。

試料採取地点等については、図面（測量図等）に表示する。 

          分析調査項目は次の内、概況調査（個別調査）の結果、基準を上回った項目及びその分解

生成物質とする。また、関係機関と打ち合わせの上必要に応じ、地下水調査も行うものとす

る。 

ⅰ 第一種特定有害物質の溶出量調査 

ⅱ 第二種特定有害物質の溶出量及び含有量調査 

ⅲ 第三種特定有害物質の溶出量調査 

ⅳ ダイオキシン類の含有量調査 

ⅴ 油分（ＴＰＨ）の含有量調査 

  (4)ライフライン調査業務 

国有財産内のライフライン（上水・下水・ガス等の管渠）の存否、現在使用されていない廃止

管の位置等について、関係機関等調査、掘削調査業務を実施する。 

     ① 調査業務 

ⅰ 現地での掘削調査前に上下水道管、ガス管等の管網図を関係機関において調査する。 

      ⅱ 関係機関の調査のほか、第三者使用の場合、聞き込み等関係者調査を行う。 

     ② 掘削調査 

ⅰ 工事実施にあたっては、近隣にお知らせ文書を配布し、配布した範囲を図面で提出す

る。 

ⅱ 工事実施後には、埋め戻しのうえ整地を行う。 

  (5)アスベスト調査業務 

国有財産の建物及び工作物について、石綿障害予防規則等に基づく規制の対象となる石綿等

（以下「アスベスト」という）の使用の有無の確認調査を行い、報告書を提出する。 

① アスベスト確認調査 

  確認調査は、法令等に基づき適正に実施する。 

  既存の平面図等設計図書、施工時期、構造等に基づき調査する。 

 現地において、目視等により調査する。 

 アスベストの使用の有無については、次の事項について調査する。 

ⅰ 使用箇所（例：台所天井、外壁、ベランダ隔板等） 

ⅱ 建材の種類（例：吹付け石綿、石綿断熱材、石綿セメント板等） 

ⅲ アスベストの使用状況等 

    ② アスベスト分析調査 

確認調査の結果、アスベストの使用の可能性が確認された場合、石綿障害予防規則第 3条

第 2項の規定によるアスベストの使用の有無の分析調査を行い、報告書を提出する。 
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分析調査の方法については、JIS A1481 「建材製品中のアスベスト含有率測定方法」等に

基づき適正に実施する。 

③ アスベスト粉じん調査 

確認調査及び分析調査の結果、調査物件における建物及び工作物全体についてアスベスト

の使用が確認された場合、原則として作業環境測定基準に従ってアスベスト粉じん調査を行

い、アスベストの使用が確認された屋内及び建物周囲におけるアスベストの飛散状況を確認

し、報告書を提出する。 

調査試料の捕集及び分析方法については、「石綿にかかる特定粉じんの濃度の測定法（平

成元年 12月 27 日 環境庁告示第 93号）」等に基づき適正に実施する。 

(6)測量業務 

必要な隣接地主との境界立会い、公共用地（道水路）境界査定を行い、境界杭を設置し、測量

を行う。 

業務は法令に従い資格を有する者が行う。 

① 境界標復元 

      座標値による測量図がある場合で、欠損した境界標を復元する。 

② 用地測量 

      国有財産の測量図が三斜求積のみで座標値のない場合に、地積更正等登記に必要な測量

を行う。必要に応じ欠損した境界標を復元する。 

  ③ 登記用図面作成 

    国有財産にかかる表示登記、分筆登記等の際に使用する図面を作成する。 

 (7)ＰＣＢ調査業務 

     国有財産の建物、工作物及び備品について、ＰＣＢの使用が疑われる場合に次のとおり調査

する。 

   ①  調査は、法令等に基づき適正に実施する。 

   ②  既存の平面図等設計図書、施工時期、構造等に基づき調査する。 

   ③  現地において、目視等により調査する。 

   ④  ＰＣＢの使用が認められるものがある場合には、その後の対処方法を策定する。また、使

用の有無について判定できないものがある場合は、その理由を明記するとともに、対処方法

を策定する。 

   ⑤  対処方法の策定について、ＰＣＢ含有物の撤去費用のほか、更なる分析調査を行う必要が

あるなど新たに費用が発生する場合は、概算費用の見積もりを行う。 

ロ 国有財産の管理に関する業務 

  (1)巡回業務 

      次のとおり巡回業務を行い、巡回業務記録（仮称）を提出するものとする。なお、巡回業務

記録（仮称）の報告様式については請負事業者の提案を国と協議して採用する。 

     ① 定期巡回 

       ⅰ １年間に４回巡回を行い、全物件について写真撮影する。 

        ⅱ 未利用国有地として初めての巡回の際は、受託業者の「名称・連絡先」を各物件の現地

に掲示する。 

       ⅲ 巡回の結果、不法投棄された小さなゴミ等を発見した場合は、適正に場外処分し、その
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他違法駐車等現場において適正な管理を行う。 

       ⅳ 国有地内に存する工作物の滅失・損傷があった場合、近隣住民等に危害が及ぶおそれ等

がある状況を発見した場合には、状況を報告する。 

       ⅴ 境界標の有無を確認するとともに、草の繁茂状況、樹木の越境状況を報告する。 

       ⅵ 不法投棄された小さなゴミ等を発見した場合は、適正に場外処分し、処分できなかった

ゴミについては、その状況を報告する。 

ⅶ 違法駐車、無断占使用等を発見した場合には、速やかに報告した上で排除等の措置を講

じる。違法駐車については、車両ナンバーを記録するとともに、文書による注意喚起を

行う。 

ⅷ 看板、木柵等に軽微な破損等が発見された場合には、受託者の負担で、随時、補修等の

措置を講じる。 

ⅸ 土石流、地すべり、がけ崩れ、落石又は倒木等の有無及び隣接地や道路・河川への干渉

並びにそのおそれについて調査を実施する。 

② 随時巡回 

ⅰ 一般随時巡回 

          警察、近隣住民等から通報があった場合等、又は国が必要と認める都度、随時に巡回

業務を実施する。 

       ⅱ 特別随時巡回 

          台風、地震等の災害、事故等が発生した場合は国の指示に基づき随時に巡回業務を実

施する。 

     ③ ホームページ用写真撮影 

       別に定める「物件調書等作成・納品要領」により業務を行う。 

  (2)草刈・保守業務 

    次のとおり草刈・保守・清掃業務を実施する。 

     ① 草刈等の業務は、事前に近隣にお知らせ文書を配布して作業する。 

     ② 施工にあたっては、「機械刈」を基本に「手刈り」「篠竹・低木・小木」「孟宗竹・真竹等」

「つる草」に区分するとともに、「機械刈」及び「手刈り」については、現地状況により「平

坦地」及び「傾斜地」（傾斜角度 30度以上）に区分して施工する。 

     ③ 刈草の刈高は「５㎝以内」とする。 

     ④ 柵、工作物等に絡まっている「つる草等」も刈り取る。 

⑤ その他現状に合わせて適正に管理する。 

  (3)柵設置業務 

     ① 木柵設置 

        材料及び工事仕様は、下記のとおりとする。 

         ⅰ 木柵は、境界の内側２０ｃｍ程度の位置に杭丸太の中心を設置する。 

         ⅱ コーナーの木柵は筋交い（すじかい）を２本設置し、端部は 1本とする。 

         （別紙３「木柵仕様（イメージ図）」参照。） 

     ② コンクリート等破砕（コア抜き） 

        削岩機等を使用し、口径 10cm 程度のコンクリート等の破砕を行う。 

     ③ 番線張替 
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        ⅰ 張替は４段、たすき掛け 

        ⅱ 番線は被覆番線 10号又はカラー鉄線 10号 

     ④ 木柵撤去 

       既存木柵の撤去は、適正に場外処分する。 

    ⑤ ネットフェンス設置 

   材料及び工事仕様は、構成部材 JISA6518、ひし形金網 JISG3552 の規格に適合するものと

する。 

      ネットフェンスは、境界の内側約２０ｃｍ程度の位置（基礎の中心）に設置する。 

     ⑥ ネットフェンス等撤去・補修 

       破損ネットフェンスの補修は、設置の構成部材若しくは既存のネットフェンスと同等部材

により補修を行う。 

     ⑦ 単管パイプ撤去 

       既存単管パイプ柵の撤去は、適正に場外処分する。 

    ⑧ 木柵侵入部分設置 

       車道から最も侵入し易い部分に間口３．０ｍの侵入部分を設置する。 

  (4)看板作成設置等業務 

     掲示物は物件リストに基づき、原稿を指定する用紙（サイズ・色）に印刷したものをラミネ

ート（パウチ）加工し掲示する。 

    ① 看板設置時に看板仕様の位置に掲示物を掲示する。 

    ② 「暫定活用」の掲示物を所定の位置に掲示する。 

    ③ 売出予告掲示物は、所定の位置に「売地」または「売物件」を掲示する。 

④ 貸付中の物件の場合は、「売物件」の下に、立ち入りを制限する旨の注意書きを赤字で記載

する。 

      （別紙４「看板仕様 (イメージ図)」参照。） 

  (5)樹木伐採業務 

樹木を伐採・枝払い・伐根し、適正に場外処分する。 

対象樹木（伐根を除く）は、樹木の種類にかかわらず、「目通り幹周り」が平均φ２０～２７

０ｃｍの樹木、及び高さが約１５ｍ以下の樹木を対象とする。 

     高さが１５ｍ以上であっても、民間事業者が施工可能とした場合は対象樹木とする。 

①  樹木伐採は地際から伐採する。 

②  樹木枝払いの施工方法として、 

      ⅰ「枝払い（強）」とは、目通り幹周りが概ねφ１０ｃｍ以上の枝の本数 20 本以上の枝払い

を行うものを言う。 

      ⅱ「枝払い（弱）」とは、目通り幹周りが概ねφ１０ｃｍ以上の枝の本数 20 本未満の枝払い

を行うものを言う。 

      ⅲ 樹木の３分２以上の枝払いは樹木の伐採とする。 

③  枝払いは、施工難易度、車両乗り入れの可否により「人力（簡易）」、「人力（要足場設置）」、

「機械施工（高所作業車等）」に区分するとともに、現地状況により「平坦地」、「傾斜地」（傾

斜角度３０度以上）に区分する。 

       ⅰ「機械施工（高所作業車等）」とは高所作業車、クレーン車等の使用を指し、車両乗入の
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進入路が確保できる場合（接道幅員 2.5ｍ以上）を言う。（目通り幹周りが概ねφ６０ｃｍ

を超えるもの） 

       ⅱ「人力（要足場設置）」とは、車両の乗り入れが不可であるもの、または車両乗り入れが

可能であっても機械施工が困難であり、仮設足場の設置等により人力で枝払いする場合を

言う。（目通り幹周りが概ねφ６０ｃｍを超えるもの） 

       ⅲ「人力（簡易）」とは、車両乗入の進入路が確保でき、かつ枝鋏等により人力で簡易に枝

払いできる場合を言う。（目通り幹周りが概ねφ２０～６０ｃｍ） 

     ④  伐根は、施工難易度、車両乗り入れの可否により「人力（簡易）」、「人力（要足場設置）」、

「機械施工（高所作業車等）」に区分するとともに、現地状況により「平坦地」、「傾斜地」（傾

斜角度３０度以上）に区分する。 

    ⑤ 「生垣剪定」の選定方法は、都度指図書により指示する。 

(6)投棄物撤去業務 

以下の投棄物（周囲のゴミを含む）について、委託業者の責任において適正に場外処分する。 

     ① 混合ゴミ 

      切枝・板切・木っ端切れ・ビン・カン・ペットボトル・プラスチック・丸太・バッテリー・

タイヤ・ダンボールクズ・ビニール・生ゴミ・木クズ・破砕角材・柱材・桟材・伐採木・伐

根等・鉄骨鉄筋クズ・金属加工クズ・足場パイプ・トタン・ブリキ・自転車・バイク５０cc

以下 

    ② 大型家電 

ⅰ 本地内に放置されている大型家電（テレビ・冷蔵庫・エアコン・洗濯機）を撤去する。 

       ⅱ リサイクル費用のみ国が負担する。 

     ③ 自動車 

   本地内に放置されている車両を撤去する。 

     ④ アスファルト・コンクリート・コンクリート有筋・がれき混土砂・燃え殻・鉱さい 

   本地内に不法投棄された建設副産物等を撤去する。 

(7)巣撤去等業務 

① 次の巣を児童の登下校時間等、近隣への十分な配慮をしたうえで撤去し、適正に場外搬出

する。 

     ⅰ スズメ蜂 

     ⅱ アシナガ蜂 

ⅲ カラス 

② 必要に応じ、次のとおり害虫駆除（業務薬剤散布）業務を適正に実施する。 

        対象害虫（毛虫、ヤスデ、シロアリヤスデ、ムカデ、ワラジムシ等） 

        想定薬剤（スミチオン乳剤、カルホス乳剤及び同等の薬剤） 

  (8)流出土砂撤去等業務 

土砂崩れ等を原因とする国有財産上及び隣接地上等から土砂・倒木等の排土・搬出業務を適

正に実施する。また、必要に応じて、シート養生、土嚢設置、土留板柵等を設置する。 

     本地内の支障となる「つる等」についても、併せて刈り取り適正に場外処分する。 

     二次災害の危険性もあり、緊急性も高いことから、現場の状況及び天候等を判断し、早急に

施工する。 
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  (9)建物開口部閉鎖業務 

不法占拠等の防止のため建物等の開口部、窓等について閉鎖業務を実施する。 

材料及び工事仕様は下記のとおりとする。 

① 窓封鎖 

封鎖にあっては、躯体に合板を直接コンクリートアンカーで固定するか、木下地を躯体

に取り付けた上で、コンクリート型用合板を隙間なく貼り付け、外部からの進入ができな

いようにする。 

② 開口部 

      封鎖にあっては、躯体にタル木を止め、その上から合板を直接コンクリートアンカー及

びスクリュー釘で固定するか、木下地を躯体に取り付けた上で、コンクリート型用合板を

隙間なく貼り付ける。 

   ③ 建物出入口 

      木下地を躯体に取り付けた上で、コンクリート型用合板を隙間なく貼り付けると同時に、

出入口を設け、南京錠を取り付ける。 

６．納品すべき成果物 

   指図書で委託した業務のうち、国有財産の入札に必要な物件調書（明細図、概要図、現況図は CAD

で作成し PDF 形式）、巡回・地下埋設物・土壌汚染・ライフライン・アスベスト・ＰＣＢ・測量・

不動産表示登記等業務の完了報告書、現地調査記録、看板、柵等 

７．その他留意事項 

 (1) 民間事業者は、委託財産の処理に当たって、適正かつ迅速な処理を行うものとする。 

(2) 調査等の対応等においては、国の業務を遂行していることを常に自覚し、懇切丁寧な対応に努

めなければならない。 

 (3) 委託業務に係る情報が外部等に遺漏することがないよう厳格な情報管理に努めなければならな

い。 

 (4) 民間事業者は、国が業務を委託した国有財産に関し、他のいかなる者からの業務の委託に応じ

てはならない。 

 (5) 民間事業者は、国有財産の管理等の報酬として、国以外の者からのいかなる金員を受領等して

はならない。 

 (6) 業務の遂行に当たっては、国が発行した身分証明書を携行し、必要に応じて提示しなければな

らない。 

(7)  業務を実施する中で施工方法や施工数量等を変更する必要が生じた場合は、民間事業者は

別に定める「業務変更内容記録」（以下「変更記録」という。）を作成し、変更内容につい

て監督職員の確認を受けるものとする。 

なお、国が指示した業務内容を別の業務に変更する等の重大な変更の必要が生じた場合は、

民間事業者は変更記録の作成に加え、国から「業務委託指図書（変更）」の交付を受けて業

務内容を変更する。ただし、国の都合で、国からの指示に基づき業務内容の変更を行う場合

は「業務委託指図書（変更）」の交付のみで変更記録の作成は行わない。 

(8) 現地に工事用機材等の搬入・搬出に支障となるネットフェンスがある場合は、現地から監

督職員に連絡をし、口頭で指示を受けてネットフェンス撤去及び（原状回復のための）設置

業務をあわせて実施する（(7)の業務変更の手続きを経て実施する）。木柵撤去・番線切断等、
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ネットフェンス以外の工作物の現状を変更した場合には、業務完了期限までに民間事業者の

負担により原状回復しなければならない。 

(9) 委託費の支払いに当たっては、民間事業者は検査合格となったものを月ごとに取りまとめ、完

了した業務実績数量に契約単価を乗じて算出した金額（指図書ごとに合計した金額。金額に円未

満の端数があるときは、端数を切り捨てる。）に消費税及び地方消費税相当額を加算した額をもっ

て委託費の支払いを請求するものとする。 

(10) 民間事業者は、国有財産に関して係争その他問題が生じ、または生じる恐れがあると判断した

場合には、遅滞なくその経緯等を監督職員に報告し、その処理について指示を求めなければなら

ない。 

(11)  業務内容に関して疑義が生じた場合は、その都度、民間事業者と国とで書面にて協議するもの

とする。 
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（別紙１）

※　検査実施後、支払い

※　検査実施後、支払い

※　検査実施後、支払い

※　草刈、樹木伐採、投棄物撤去、
　　境界標復元等

２週間以内・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

・・・・・・・

公共機関調査

物件調書
データ入力

※　国提出前に精査を実施

物件調査表・
図面等作成

※１部提出

※４部提出

期限

２次原稿
作成・有資格者確認・提出

１次原稿
作成・有資格者確認・提出

・・・・・・・

・・・・・・・

受託業者

※１部提出

２週間以内

３ヶ月以内

完了報告確認

修正

完了報告

※　国提出前に
　精査を実施

修正事項確認

修正完了指示

修正・確認作業

最終原稿納品
作成・有資格者確認・提出

業務実施 現地調査

完了報告

連携

業務受託
【物件調書作成】

物件調書作成業務の流れ

完了報告確認

業務指図
【物件調書作成】

１次原稿受領

完了報告完了報告確認

指図日から

業務発生

国

現地調査記録受領

２次原稿精査

業務指図
（個別業務）

業務受託
（個別業務）

※１部提出

現地調査

（調書作成不可） （調書作成可能）

現地調査記録作成 ・・・・・・・
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試 掘 面 積

①～③　：　１.０×４.０×７×３  ＝  ８４．０

④～⑤　：　１.０×４.０×６×２  ＝  ４８．０

⑥～⑦　：　１.０×４.０×５×２  ＝  ４０．０

            合     計    １７２．０㎡

試掘の深さは地山までとする

15.0⑥ー1 ⑥ー5

⑦ー1 ⑦ー5

30.0

④ー1 ④ー6

※掘削箇所1マス：１．０ｍ×４．０ｍ

⑤ー1 ⑤ー6 ※各掘削幅の間隔：３．０ｍ

2.0 2.0

②ー1 ②ー7

③ー1 ③ー7

（別紙２）

試掘位置図(イメージ図）
縮尺  フリー

32.0

29.0

14.0

2.0

①ー1 ①ー7

3.0
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（別紙２）

起点
掘削線

ボーリングの深さは原則として地山までとする。

地下埋設物調査 (イメージ図)

      

外周ボーリ
ング 
調査位置 

外周ボーリン
グ調査位置 

１－１ 

１－２ １－３ １－４ １－５ １－６ 

２－１ ２－２ ２－３ ２－４ ２－５ 

２－６ 

３－１ ３－２ ３－３ ３－４ ３－５ ３－６ 

４－１ ４－２ ４－３ ４－４ ４－４ ４－５ 

５－１ ５－２ ５－３ 

５－４ ５－５ 

６－１ ６－２ 
６－３ 
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（別紙３）

杭丸太
 

鉄線

木柵仕様  (イメージ図）

　
　

 

　　Ｇ　Ｌ
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（別紙４）

 

財務省関東財務局

①　Ａ３横

②　Ａ３横 ③　Ａ３横

　　　Ｇ　　　　Ｌ

掲示物貼付箇所

看板仕様 (イメージ図）

国有地
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【別添3】

業務処理期間一覧表

業務名 指図時期
業務工程書
提出期限

お知らせ文書
配布期限

報告書提出期限

物件調書作成業務等

物件調書作成（土地） 毎月 － － 指図日の翌日から3ヶ月以内

毎月 － － 指図日の翌日から3ヶ月以内

随時 － － 指図日の翌日から2週間以内

毎月 － － 指図日の翌日から2ヶ月以内

毎月 － － 指図日の翌日から1ヶ月以内

巡回業務

定期巡回 4半期に1回 指図日の翌日から5日以内 － 指図日の翌日から30日以内

随時巡回・ホームページ用写真撮影 随時 － － 指図日の翌日から10日以内

草刈・保守業務

草刈・保守

一括草刈 5月頃・8月頃 指図日の翌日から10日以内 工事実施の3日前まで 指図日の翌日から60日以内

個別草刈等 随時 指図日の翌日から3日以内 工事実施の3日前まで 指図日の翌日から14日以内

化粧直し草刈 公示日の約1ヶ月前 指図日の翌日から5日以内 工事実施の3日前まで 指図日の翌日から30日以内

柵設置業務

木柵設置等 随時 指図日の翌日から5日以内 工事実施の5日前まで 指図日の翌日から30日以内

ネットフェンス設置等 随時 指図日の翌日から5日以内 工事実施の5日前まで 指図日の翌日から30日以内

看板作成設置業務

看板作成設置 随時 指図日の翌日から5日以内 － 指図日の翌日から30日以内

掲示物貼付・張替 随時 指図日の翌日から3日以内 － 指図日の翌日から14日以内

看板撤去 随時 － － 指図日の翌日から14日以内

樹木伐採業務

樹木伐採 随時 指図日の翌日から7日以内 工事実施の5日前まで 指図日の翌日から30日以内

樹木枝払い 随時 指図日の翌日から5日以内 工事実施の5日前まで 指図日の翌日から30日以内

伐根 随時 指図日の翌日から7日以内 工事実施の5日前まで 指図日の翌日から30日以内

測量業務

境界標復元 随時 指図日の翌日から5日以内 － 指図日の翌日から30日以内

用地測量 随時 指図日の翌日から14日以内 － 指図日の翌日から150日以内

登記用図面作成 随時 指図日の翌日から5日以内 － 指図書で指定

投棄物撤去業務 随時 指図日の翌日から5日以内 － 指図日の翌日から30日以内

巣撤去等業務

巣撤去業務 随時 指図日の翌日から5日以内 工事実施の3日前まで 指図書で指定

害虫駆除 随時 指図日の翌日から5日以内 工事実施の3日前まで 指図日の翌日から30日以内

流出土砂撤去等業務

流出土砂撤去 随時 － － 指図書で指定

土砂流出防止

シート養生 随時 指図日の翌日から5日以内 － 指図書で指定

土嚢設置 随時 指図日の翌日から5日以内 － 指図書で指定

土留板柵設置 随時 指図日の翌日から5日以内 － 指図書で指定

開口部閉鎖業務 随時 指図日の翌日から5日以内 － 指図日の翌日から30日以内

地下埋設物調査業務

地下埋設物調査(ボーリング調査） 随時 指図日の翌日から6日以内 工事実施の5日前まで 指図日の翌日から30日以内

地下埋設物調査(掘削調査） 随時 指図日の翌日から6日以内 工事実施の5日前まで 指図日の翌日から30日以内

コンクリート等破砕 随時 指図日の翌日から6日以内 工事実施の5日前まで 指図日の翌日から30日以内

ライフライン調査業務 随時 指図日の翌日から14日以内 工事実施の5日前まで 指図日の翌日から60日以内

土壌汚染調査業務

土地履歴調査 随時 指図日の翌日から6日以内 － 指図日の翌日から30日以内

土壌汚染概況調査 随時 指図日の翌日から7日以内 工事実施の5日前まで 指図日の翌日から60日以内

土壌汚染詳細調査 随時 指図日の翌日から7日以内 工事実施の5日前まで 指図日の翌日から60日以内

アスベスト調査業務 随時 指図日の翌日から7日以内 － 指図日の翌日から60日以内

ＰＣＢ調査業務 随時 指図日の翌日から7日以内 工事実施の5日前まで 指図日の翌日から60日以内

入札案内書配布照会対応業務 随時 － － 指図書で指定

入札物件選定補助業務

入札案内書原稿整備 入札物件選定後 － － 指図書で指定

物件調書再作成(現地調査必要）

物件調書再作成(現地調査不要）

物件調書作成（建物）

物件調書作成不可
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【別添4】 

提案書 
【総合評価項目：実施体制】 

業務毎の実施体制について以下の項目について提示すること。 

【本実施要項で示す業務毎に実施体制及び業務全体の管理方法等を具体的に記載する

こと。グループで実施する場合は、業務全体の管理方法に加え、グループにおける実施

体制及び管理体制を記載すること。】（A4：1枚～2枚程度） 

(1) 企業の代表責任者 

(2) 未利用国有地管理等業務担当者 

【入札参加グループの場合】 

(3) 入札参加グループの一覧 

(4) グループ代表企業 

(5) グループ企業の代表責任者 

(6) 未利用国有地管理等業務担当者 

 

(7) 組織体制 

① 未利用国有地管理等業務に対する社内（グループ内）の位置付け 

② 業務遂行上の経費管理体制 

③ 指揮命令系統の確立及び明確化 

④ 緊急時（未利用国有地管理等業務の実施にあたり想定していた通りの業務実施

が困難となる未知の事故・事象が生じた場合）の対応や連絡体制の明確化 

 

(8) 従業者 

① 業務遂行可能人員の確保 

② 繁忙期等における人員及び体制の確保 

【総合評価項目：業務の実施方針等】 

業務の実施方針等について以下の項目について提示すること。 

【以下の項目について、各A4サイズ2枚程度で具体的かつ簡潔にまとめること。なお、

必要に応じ、業務毎に提案書を作成することができる。】 

【業務内容の妥当性・独創性】 

(1) 仕様書記載内容に係る実施方針 

(2) 未利用国有地の管理等業務の実施全般に対する質の確保について 

(3) 業務実施方針に係る改善提案 

・ 仕様書記載内容に係る改善提案 

・ 行政目的達成のための効果的な改善提案 

・ コスト削減のための改善提案 
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【処理方法の妥当性・独創性】 

(1) 業務毎の処理手法 

(2) 事務所の設置 

(3) 業務処理方法に係る改善提案 

・ 業務の効率性を高める効果的な改善提案 

・ コスト削減のための改善提案 

・ 国民に対するサービスを増大させるための改善提案 

・ 国側の業務を簡素合理化するための改善提案 

 

【業務処理計画の妥当性・効率性】 

(1) 日程等の実現性 

(2) 遠隔地所在財産の処理 

(3) 業務処理計画に係る改善提案 

・ 効率的な実施に向けた作業計画等の改善提案 

・ 計画達成に向けた日程管理等の改善提案 

・ コスト削減のための改善提案 

・ 処理期間短縮のための改善提案 

 

【従来の実施方法に対する改善提案】 

国が各業務の現行基準として示す従来の実施方法に対し、改善すべき提案がある場合

は、以下の項目のとおり提案すること。なお、改善提案のない業務については、財務局

等が提示する最低水準として従来の実施方法に基づいて業務を行うものとする。 

（A4:業務毎1枚～2枚程度） 

 

１． 改善提案を行う業務及び項目 

２． 改善提案の趣旨 

３． 改善提案の内容 

４． 最低水準の確保に対する説明 

※ 提案する業務項目が複数となる場合は、提案業務項目と提案内容を簡記した改

善提案総括表を提出すること。 
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入札参加資格 

 

仕様書で定める対象業務に応じて、次の①～⑱の資格を有する者であること。 

   ① 「物件調書作成業務」を行う者は、平成 25・26 年度財務省関東地区競争参加資

格「測量」、「建設コンサルタント」又は「土地家屋調査」の「Ａ」又は「Ｂ」の等

級に格付けされている者、又は平成 25・26・27 年度財務省競争参加資格（全省庁

統一資格）「役務の提供等」の「Ａ」又は「Ｂ」の等級に格付けされ、関東・甲信

越地域の競争参加資格を有する者であるとともに、宅地建物取引主任者（宅地建物

取引業法第 18条）の資格者を有する者であること。 

② 「地下埋設物調査業務」を行う者は、平成 25・26 年度財務省関東地区競争参加

資格「土木一式工事」、「とび・土工・コンクリート工事」又は「建設コンサルタン

ト」の「Ａ」又は「Ｂ」の等級に格付けされている者であること。 

③ 「土壌汚染調査業務」を行う者は、平成 25・26 年度財務省関東地区競争参加資

格「地質調査」又は「計量証明」の「Ａ」又は「Ｂ」の等級に格付けされている者、

又は平成 25・26・27 年度財務省競争参加資格（全省庁統一）「役務の提供等」の「Ａ」

又は「Ｂ」の等級に格付けされ、関東・甲信越地域の競争参加資格を有する者であ

るとともに、土壌汚染対策法（平成 14年法律第 53号）に基づき指定調査機関に指

定されている者であること。 

④ 「ライフライン調査業務」を行う者は、平成 25・26 年度財務省関東地区競争参

加資格「土木一式工事」、「とび・土工・コンクリート工事」又は「建設コンサルタ

ント」の「Ａ」又は「Ｂ」の等級に格付けされている者であること。 

⑤ 「アスベスト調査業務」を行う者は、平成 25・26 年度財務省関東地区競争参加

資格「建設コンサルタント」の「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」の等級に格付けされている

者、又は同「建築一式工事」の「Ｂ」、「Ｃ」又は「Ｄ」の等級に格付けされている

者、あるいは平成 25・26・27年度財務省競争参加資格（全省庁統一）「役務の提供

等」の「Ｂ」、「Ｃ」又は「Ｄ」の等級に格付けされ、関東・甲信越地域の競争参加

資格を有する者であるとともに、アスベストの書面及び目視調査の実績を有し、作

業環境測定法（昭和 50年法律第 28号）に基づく第一種作業環境測定士（鉱物性粉

じんに限る。）、計量法（平成 4 年法律第 51 号）に基づく環境計量士（濃度関係に

限る。）、建築士法（昭和 25 年法律第 202 号）に基づく一級ないし二級建築士の免

許登録者のいずれかの資格者を有する者であること。 

⑥ 「測量業務」を行う者は、平成 25・26 年度財務省関東地区競争参加資格「土地

家屋調査」の「Ａ」又は「Ｂ」の等級に格付けされている者であること。又は同「測

量」の「Ａ」又は「Ｂ」の等級に格付けされているとともに、同「土地家屋調査」

の「Ｃ」の等級に格付けされている者であること。 

⑦ 「巡回業務」を行う者は、平成 25・26年度財務省関東地区競争参加資格「測量」、

「建設コンサルタント」又は「土地家屋調査」の「Ａ」又は「Ｂ」の等級に格付け

されている者、又は平成 25・26・27年度財務省競争参加資格（全省庁統一資格）「役

務の提供等」の「Ａ」又は「Ｂ」の等級に格付けされ、関東・甲信越地域の競争参

加資格を有する者であること。 

【別添 5】 
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⑧ 「草刈・保守業務」を行う者は、平成 25・26 年度財務省関東地区競争参加資格

「造園工事」の「Ａ」又は「Ｂ」の等級に格付けされている者、又は同「土木一式

工事」の「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」の等級に格付けされている者、あるいは平成 25・

26・27 年度財務省競争参加資格（全省庁統一資格）「役務の提供等」の「Ａ」又は

「Ｂ」の等級に格付けされ、関東・甲信越地域の競争参加資格を有する者であるこ

と。 

⑨ 「棚設置業務」を行う者は、平成 25・26 年度財務省関東地区競争参加資格「造

園工事」の「Ａ」又は「Ｂ」の等級に格付けされている者、又は同「土木一式工事」

の「Ａ」、「Ｂ」、「Ｃ」又は「Ｄ」の等級に格付けされている者であること。 

⑩ 「看板作成設置等業務」を行う者は、平成 25・26 年度財務省関東地区競争参加

資格「造園工事」の「Ａ」又は「Ｂ」の等級に格付けされている者、又は同「土木

一式工事」の「Ｂ」、「Ｃ」又は「Ｄ」の等級に格付けされている者、あるいは平成

25・26・27年度財務省競争参加資格（全省庁統一）「役務の提供等」の「Ａ」、「Ｂ」

又は「Ｃ」の等級に格付けされ、関東・甲信越地域の競争参加資格を有する者であ

ること。 

⑪ 「樹木伐採業務」を行う者は、平成 25・26年度財務省関東地区競争参加資格「造

園工事」の「Ａ」又は「Ｂ」の等級に格付けされている者、又は同「土木一式工事」

の「Ａ」、「Ｂ」、「Ｃ」又は「Ｄ」の等級に格付けされている者であること。 

⑫ 「投棄物撤去業務」を行う者は、平成 25・26 年度財務省関東地区競争参加資格

「造園工事」の「Ａ」又は「Ｂ」の等級に格付けされている者、又は同「土木一式

工事」の「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」の等級に格付けされている者、あるいは平成 25・

26・27 年度財務省競争参加資格（全省庁統一資格）「役務の提供等」の「Ａ」又は

「Ｂ」の等級に格付けされ、関東・甲信越地域の競争参加資格を有する者であるこ

と。 

⑬ 「巣撤去等業務」を行う者は、平成 25・26年度財務省関東地区競争参加資格「造

園工事」の「Ａ」又は「Ｂ」の等級に格付けされている者、又は平成 25・26・27

年度財務省競争参加資格（全省庁統一資格）「役務の提供等」の「Ａ」又は「Ｂ」

の等級に格付けされ、関東・甲信越地域の競争参加資格を有する者であること。 

⑭ 「流出土砂撤去等業務」を行う者は、平成 25・26 年度財務省関東地区競争参加

資格「土木一式工事」の「Ｂ」、「Ｃ」又は「Ｄ」の等級に格付けされている者、又

は同「とび・土工・コンクリート工事」の「Ａ」又は「Ｂ」の等級に格付けされて

いる者であること。 

⑮ 「建物開口部閉鎖業務」を行う者は、平成 25・26 年度財務省関東地区競争参加

資格「造園工事」の「Ａ」又は「Ｂ」の等級に格付けされている者、又は同「土木

一式工事」の「Ａ」、「Ｂ」、「Ｃ」又は「Ｄ」の等級に格付けされている者であるこ

と。 

⑯ 「入札案内書配布照会対応業務」を行う者は、平成 25・26・27 年度財務省競争

参加資格（全省庁統一資格）「役務の提供等」の「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」の等級に

格付けされ、関東・甲信越地域の競争参加資格を有する者であること。 

⑰ 「入札案内書原稿整備業務」を行う者は、平成 25・26・27 年度財務省競争参加

資格（全省庁統一資格）「役務の提供等」の「Ａ」、「Ｂ」又は「Ｃ」の等級に格付
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けされ、関東・甲信越地域の競争参加資格を有する者であること。 

⑱ 「PCB調査業務」を行う者は、平成 25・26・27年度財務省競争参加資格（全省庁

統一資格）「役務の提供等」の「Ａ」、「Ｂ」、「Ｃ」又は「Ｄ」の等級に格付けされ、

関東・甲信越地域の競争参加資格を有する者であること。 
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【別添6】 

 

未利用国有地管理等業務を実施する者を決定するための評価の基準 

 

総合評価基準 

未利用国有地管理等業務の落札者を決定するための評価は、提出された提案書の内容

が、業務の目的に沿った実行可能なものであるか(必須評価項目)、また、効果的なもの

であるか(加点評価項目)について、以下により評価を行う。 

 

【必須評価項目】 

入札参加者が、提案書に記載した内容が、必須項目を満たしていることを確認す

る。全て満たした場合は基礎点を付与し、1つでも満たしていない場合は失格とす

る。 

 

【加点評価項目】 

必須評価項目で合格した入札参加者に対して、提出された提案書を基に、加点評

価項目について審査を行う。提案内容については、具体的であり、かつ効果的な実

施が期待できるかという観点から、基本的には各業務の当期の仕様書類で示す実施

方法と提案内容との比較を行い、得点を与える。なお、評価に当たっては評価基準

により0点から5点を付与することとし、得点については、各評価者の付与した評価

点の算術平均の値とする。 

 

【採点方式】 

   得点配分は100点とする。 

①基礎点は35点とする。 

②加点の合計は65点を上限とする。 
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評価項目 
得点 

区分 
評価内容 得点 

 実施体制 30 

  

組織体制 

基礎点 

業務が遂行可能な人員の確保がなされているか。 5 

25 

業務を行う上で、経費管理体制が適切に構築されているか。 5 

指揮命令系統が確立しているか。また、それは明確である

か。（グループで参加する場合、グループ内の連携が可能

な体制であるか） 

5 

加点 

繁忙期等における円滑な事業遂行のための人員、体制の確

保がなされているか。 
5 

緊急時の対応や連絡体制は明確で効果的なものか。 5 

従業者 基礎点 関係法令、通達等を理解しているか。（ヒアリング項目） 5 5 

業務の実施方針等 70 

 

業務内容の妥

当性・独創性 

基礎点 仕様書記載の内容についてすべて提案されているか。 5 

20 

 加点 

仕様書に示した内容について独自の提案がなされている

か。 
5 

行政目的を達成するために、効果的な業務内容の提案等が

なされているか。 
5 

コスト削減のための工夫、提案が見られるか。 5 

処理方法の妥

当性・独創性 

基礎点 
業務項目、手法が明確、適切であるか（事務フロー図等を

活用すること）。 
5 

25 

 
加点 

手法に業務の効率性を高めるための工夫、提案が見られる

か。 
5 

コスト削減のための工夫、提案が見られるか。 5 

国民に対するサービスを増大させるための工夫、提案が見

られるか。 
5 

当該事務の執行に関し、国側の業務を簡素合理化するため

の工夫、提案が見られるか。 

5 

 

業務処理計画

の妥当性・効

率性 

基礎点 手法、日程等に無理がなく、目的に沿った実現性はあるか。 5 

25 

 加点 

効率的に実施するため、作業計画等の工夫、提案が見られ

るか。 
5 

計画達成のため、日程管理等について、工夫、提案が見ら

れるか。 
5 

コスト削減のための工夫、提案が見られるか。 5 

処理期間の短縮のための工夫、提案が見られるか。 5 

合計  基礎点 35 
100 

 加点 65 
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【別添7】
従来の実施状況に関する情報の開示

　 平成22年度 平成23年度 平成24年度

常勤職員  -  -  -
非常勤職員  -  -  -

 -  -  -
委託費定額部分 795,991 707,915 868,561
成果報酬等  -  -  -
旅費その他  -  -  -

795,991 707,915 868,561
 -  -  -
 -  -  -
 -  -  -

795,991 707,915 868,561

常勤職員  -  -  -
非常勤職員  -  -  -

 -  -  -
委託費定額部分 402,895 469,701 419,935
成果報酬等  -  -  -
旅費その他  -  -  -

402,895 469,701 419,935
 -  -  -
 -  -  -
 -  -  -

402,895 469,701 419,935

4.　外部委託により事務・事業を実施している場合における成果報酬等の支払条件

退職給付費用

計(a)

（首都圏(東京都、埼玉県、神奈川県、千葉県、山梨県)）

（北関東及び信越(茨城県、栃木県、群馬県、長野県、新潟県)）

1　従来の実施に要した経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

(a)＋(b)
間接部門費

物件費

人件費

委託費等

参考値(b)
減価償却費

　　国の検査職員による検査合格を受けることが支払い条件となっています。

参考値(b)
減価償却費
退職給付費用

(a)＋(b)

2.　委託費の詳細は年度別実績表のとおり。

3.　未利用国有地の管理件数は、物納引き受け等により増加、売却等により減少します。
　　また、未利用国有地の状況により必要なもののみ実施することから、年度により各業務の発注数量、
　委託費は変動します。

1.　減価償却費、退職給付費用及び間接部門費は該当ありません。

人件費

物件費

委託費等

間接部門費

計(a)

（注意事項）
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年度別実績表

関東財務局管内
首都圏(東京都、埼玉県、神奈川県、千葉県、山梨県)

業務内容 単位 件数等 委託費 件数等 委託費 件数等 委託費
国有財産の調査に関する業務

物件調書作成等 件 382 33,643,770 198 16,928,610 216 18,077,374
国有財産の維持・管理に関する業務

巡回・管理 物件 2,303 10,180,188 3,211 14,269,407 2,890 12,897,630
草刈・保守等 m2 1,857,153 131,597,600 2,287,704 164,647,509 2,532,360 206,838,529

ｍ 16,324 49,689,327 15,315 41,202,901 24,328 69,808,010
箇所 1,405 7,197,705 266 1,680,614 368 3,760,333

看板作成設置等 枚外 2,478 9,196,583 1,538 5,978,600 1,563 5,567,410
樹木伐採等 本 2,047 89,969,761 3,857 159,306,128 4,869 211,094,563
測量 点外 128 17,108,675 129 16,068,086 193 22,383,443

m3 441 6,344,672 715 12,012,940 984 15,834,147
台 351 3,718,065 520 6,352,314 705 7,668,558
件 8 41,146 44 130,132 42 144,537

巣撤去 箇所 11 269,693 22 552,762 6 134,821
m3 147 2,470,598 293 4,785,799 431 7,238,833
m 268 4,394,520 504 5,629,089 1,000 10,766,352

開口部閉鎖 箇所 121 2,078,778 160 2,835,012 99 1,962,375
点 22,257 352,567,886 12,375 195,744,611 13,936 201,072,167
m2 2,577 20,598,524 2,011 22,339,749 2,387 23,060,297
m2 2,907 20,979,228 1,072 7,683,446 2,759 20,791,991
件 40 3,359,483 31 2,554,398 41 3,425,920

土壌汚染調査等 件外 141 22,592,617 204 21,898,556 131 15,643,316
アスベスト調査 件 9 645,779 4 252,672 21 2,110,677

一般競争入札の補助に関する業務
案内書配布照会対応 日 153 5,943,852 103 4,013,904 186 7,225,346
入札物件選定補助 件 951 1,402,764 715 1,048,739 718 1,055,025

合　計 795,991,214 707,915,978 868,561,654
北関東及び信越(茨城県、栃木県、群馬県、長野県、新潟県)

業務内容 単位 件数等 委託費 件数等 委託費 件数等 委託費
国有財産の調査に関する業務

物件調書作成等 件 109 10,704,666 73 7,564,456 94 9,455,772
国有財産の維持・管理に関する業務

巡回・管理 物件 1,213 5,920,011 1,616 7,487,663 1,113 5,060,393
草刈・保守等 m2 1,183,627 92,840,251 1,361,459 100,032,018 1,210,273 105,684,221

ｍ 7,329 32,781,781 9,913 39,654,639 17,001 64,198,613
箇所 25 469,593 121 532,279 60 384,710

看板作成設置等 枚外 1,607 5,223,979 651 3,065,639 938 4,952,728
樹木伐採等 本 267 13,051,722 217 9,895,337 151 5,755,298
測量 点外 82 12,885,772 75 6,621,866 84 19,284,569

m3 227 3,100,305 315 4,962,314 295 3,597,289
台 192 2,659,524 201 2,743,417 237 2,826,936
件 8 80,191 24 83,184 29 83,355

巣撤去 箇所 2 69,042 2 66,338 2 66,338
m3 7 164,632 38 601,559 228 2,037,553
m 19 120,275 21 110,124 12 67,789

開口部閉鎖 箇所 32 692,890 7 175,938 28 673,764
点 10,455 196,028,799 15,488 245,517,702 8,483 126,152,672
m2 365 7,730,351 969 19,406,411 2,766 45,013,204
m2 1,061 9,700,981 890 8,115,914 618 5,478,144
件 11 1,051,953 22 2,021,712 15 1,378,440

土壌汚染調査等 件外 30 7,294,894 50 10,494,570 117 16,821,735
アスベスト調査 件 5 323,682 8 548,793 11 962,283

合　計 402,895,294 469,701,873 419,935,806

投棄物撤去

流出土砂撤去等

埋設物調査

ライフライン調査

柵設置等

投棄物撤去

流出土砂撤去等

埋設物調査

ライフライン調査

柵設置等

22年度 23年度 24年度

22年度 23年度 24年度
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　 22年度 23年度 24年度

常勤職員

非常勤職員

外部委託先の従事者 424 260 281

常勤職員

非常勤職員

外部委託先の従事者 400 259 280

2　従来の実施に要した人員　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：人）

（注）
1.　外部委託先の従事者数については、外部委託先の申し出により身分証明書を発行した者の数で
あり、年度により従事者は増減します。

実施要項【別添5】で定める資格を有する者であることが必要です。

（業務従事者に求められる知識・経験等）

（首都圏(東京都、埼玉県、神奈川県、千葉県、山梨県)）

（北関東及び信越(茨城県、栃木県、群馬県、長野県、新潟県)）

（業務の繁閑の状況とその対応）

特になし。

（注意事項）

特になし。
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なし

　①　管理等業務の処理期間内の処理率　：　100%

　　　　

　②　各種情報等の適正な管理等　：　外部等への情報漏洩は発生していない

4　従来の実施における目的の達成の程度

3　従来の実施に要した施設及び設備　　　　　　　　　

○　その他、国が民間事業者に提供し使用させていた施設、設備及び主要な物品はありません。

（注意事項）

○　国から国有財産総合情報管理システム（ソフトウェア）を外部電磁的記録媒体により配付。

53



従来の実施方法

　1.　従来の仕様書が必要な場合は、入札関係書類備付場所において配付する。

（事業の目的を達成する観点から重視している事項）

　1.　物件調書は財産を処分する際に、民間における重要事項説明書に代わるものとして一般に

　　公開されるため、厳正な記載をする必要がある。

　2.　物件調書の作成は、年間処分計画に多大な影響があるため、期限は厳守する。

　3.　ボーリング、埋設物試掘調査及び土壌汚染調査は、その結果により埋設物の範囲を確定し

　　入札案内書に記載する必要があるほか、その撤去費用を物納者に求めることもあるため、

　　適確な調査を行う必要がある。

（注意事項）

　1.　公務員に代位して作業を行うため、身分証明書を発行しており、その取り扱いは十分に気を

　　付けること。

　2.　業務委託に関して国から提供する情報については、情報の機密保持義務がある。

　3.　談合等の不正行為には厳重な罰則規定がある。

5　従来の実施方法等　　　　　　　

（注）図中の「業務Ⅰ」はグループ代表者が実施する業務、「業務Ⅱ」はグループ構成者が実施する業務。 
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